
 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



 

 

事業所税を申告される皆様へ 
 

 

日頃より本市の税務行政につきましてご理解ご協力を賜り厚くお礼申し上げます。 

事業所税は、専ら都市環境の整備に充てる財源の確保を図るため、昭和５０年に創設された目的

税です。そのしくみは、行政サービスとそこに所在する事業活動との間に受益関係のあることに着

目し、その事業活動の規模に応じて税を負担していただくものとなっております。 

課税にあたっては申告納付制度となっていますので、申告義務者様が自らその事業所等の内容を

申告いただき、算出した税額を納付していただくほか、関係者様全ての皆様にご理解とご協力をお

願いしています。 

この『事業所税の手引き』で事業所税の課税のしくみについてご理解いただき、申告書を作成す

る際の参考となれば幸いです。 

 

 

 

 

 

令和７年４月  

 

                                                  

 

 

参考条文等凡例 

根拠法令名及び参考条文等は次の略号で示しています。 

法 ················ 地方税法 

令 ················ 地方税法施行令 

規 ················ 地方税法施行規則 

法附 ·············· 地方税法本法附則 

令附 ·············· 地方税法施行令附則 

規附 ·············· 地方税法施行規則附則 

取扱 ·············· 地方税法の施行に関する取扱につ

いて（市町村税関係） 

条 ················ さいたま市市税条例 

条附 ·············· さいたま市市税条例附則 

各条文の条、項、号の番号は算用数字で表示し、項には数字を

○、号は（ ）で囲んで表示しています。 

なお、本書の内容は、令和６年４月現在の法令・取扱等による

ものです。 
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事業所税の概要  

 

１ 事業所税の趣旨 

事業所税は、都市地域に人口や企業が集中することにより、交通・防災・公害等の都市問題が発

生し、著しく都市機能を低下させることに対して、これらの都市環境施設の整備及び改善に必要な

財源の確保を図るための目的税として、昭和５０年に創設された税です。 

事業所税は、都市における行政サービスと事業活動を営む事務所・事業所との受益関係に着目し、

そこに所在する事務所・事業所において事業を行う者に対して、その「事業所床面積」及び「従業者

給与総額」という一定の外形標準を対象に課税するしくみをとっています。 

 

２ 事業所税の使途 

都市環境の整備及び改善に関する事業に要する費用に充てます。 

 具体的には 

 ⑴ 道路、駐車場等の交通施設の整備事業 

 ⑵ 公園、緑地等の公共空地の整備事業 

 ⑶ 上下水道、廃棄物処理施設等の整備事業 

 ⑷ 河川、水路の整備事業 

 ⑸ 学校、図書館等の教育文化施設の整備事業 

 ⑹ 医療施設又は社会福祉施設の整備事業 

 ⑺ 公害防止や防災等に関する事業 

  その他都市行政需要のほとんどの事業が対象となります。 

 

３ 事業所税の課税団体 ７７団体        （令和７年４月１日現在） 

⑴ 東京都（特別区の区域） 

⑵ 指定都市（２０市） 

  札幌市、仙台市、さいたま市、千葉市、川崎市、横浜市、相模原市、新潟市、静岡市、 

浜松市、名古屋市、京都市、大阪市、堺市、神戸市、岡山市、広島市、北九州市、福岡市、 

熊本市 

⑶ 首都圏整備法による既成市街地を有する市（３市） 

  武蔵野市、三鷹市、川口市 

⑷ 近畿圏整備法による既成都市区域を有する市（５市） 

  守口市、東大阪市、尼崎市、西宮市、芦屋市   

⑸ 人口３０万人以上の政令で指定された市（４８市） 

 〔北 海 道〕 旭川市 

 〔東北地方〕 秋田市、郡山市、いわき市 

 〔関東地方〕 宇都宮市、前橋市、高崎市、川越市、所沢市、越谷市、市川市、船橋市、 

松戸市、柏市、八王子市、町田市、横須賀市、藤沢市 

 〔中部地方〕 富山市、金沢市、長野市、岐阜市、豊橋市、岡崎市、一宮市、春日井市、 

豊田市、四日市市 

 〔近畿地方〕 大津市、豊中市、吹田市、高槻市、枚方市、姫路市、明石市、奈良市、和歌山市 

 〔中国地方〕 倉敷市、福山市 

 〔四国地方〕 高松市、松山市、高知市 

 〔九州・沖縄地方〕  久留米市、長崎市、大分市、宮崎市、鹿児島市、那覇市 

 

●さいたま市域における事業所税の課税状況 

昭和５１年１０月 浦和市、大宮市の課税開始。 

平成１３年 ５月 

１１月 

浦和市、大宮市、与野市が合併、さいたま市誕生。 

旧与野市域の課税開始。 

平成１５年 ４月 さいたま市が政令指定都市に移行。 

平成１７年 ４月 

１０月 

岩槻市が編入合併。 

岩槻区の課税開始。 



２ 

 

 
事業所税のしくみ 
 

 

 

  事業所税は、資産割と従業者割によって構成されています。 〔法701の32①〕〔条136①〕 
 
 
 
 
 

※毎年課税対象となります。 
 
 
 

 ●事業所税の概略表 
 

区   分 資 産 割 従業者割 

課 税 客 体 事業所等で行われる事業 

納 税 義 務 者 事業所等において事業を行う者 

課 税 標 準 事業所床面積 従業者給与総額 

申 告 義 務  ※ 
市内合計事業所床面積が 

８００㎡超 

市内合計従業者数が 

８０人超 

納 付 義 務  ※ 

市内合計事業所床面積が 

非課税床面積を除いて 

１,０００㎡超 

市内合計従業者数が 

非課税従業者を除いて 

１００人超 

税      率 
１㎡当たり 

６００円 

従業者給与総額の 

０．２５％ 

申      告 

納 付 期 限 

 法人：事業年度終了後２ヵ月以内 

 個人：翌年の３月１５日まで 

 
 

  ※ 納付義務が発生しない免税点（１５ページを参照）以下の場合であっても、市内合計事業

所床面積が８００㎡超又は市内合計従業者数が８０人超のときには、市税条例の規定により

申告書を提出する必要があります。     〔法701の46③〕〔法701の47③〕〔条143④〕 

   ※ 法人税の確定申告書の提出期限の延長を認められた特例延長法人であっても、事業所税の

申告納付期限は延長されませんので、ご注意ください。また、中間申告(予定申告)制度はあ

りません。 

 

従業者割 

事業所税 

資 産 割 

 

１ 構成 



３ 

 

 

 

 

  事業所等において行う事業が課税対象となります。 〔法701の32①〕〔条136①〕 

  

 

 

 

 

 

 

  

 

 

※ 事業所等の判定時の留意点 

【社宅、社員寮などの住宅】 

管理人以外の事務員等を配置せず、従業員の宿泊等の目的のみに利用される施設は事業

所等に該当しません。                     〔取扱1章1節6(1)〕 

 

    【２，３ケ月程度の一時的な事業の用に供する目的で設けられる現場事務所、仮事務所等】 

      その場所において行われる事業が継続性をもたないため、事業所等に該当しません。 

〔取扱1章1節6(2)〕 

【建設業における現場事務所等の仮設建築物で１年未満のもの】 

臨時的かつ移動性を有する仮設建築物で設置期間が１年未満のものについては事業所等

の範囲に含めません。                      〔取扱9章3(3)〕 

 

    【モデルハウス】 

      モデルハウスは、事業所税の課税の対象とされる「事業所用家屋」というよりも、住宅

の商品見本としての性格が強いため、課税の対象とはしないことが適当とされています。 

  ただし、モデルハウスの一室を営業所や事務所として使用しているような場合、その部

分は事業所税の課税対象になります。 

    

    【建替に係る仮店舗】 

      社屋の建替に当たり設置した仮店舗は、２、３ヶ月程度の一時的な事業ではなく、継続

して行われている事業における仮設の店舗・事務所等と考えられるため、課税対象となり

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・事業所等とは……事務所・事業所をいい、所有の形態を問わず事業の必要から設けられた人的・

物的設備で、事業の継続性を有する場所をいいます。 〔取扱1章1節6(1)〕 

   

・事業とは……物の生産、流通、販売及びサービスの提供等のすべての経済活動をいい、事業所等

の区画内において行われるものにとどまらず、その区画外で行われるもの、例えばセールス活動等

も含まれます。 

 

２ 課税対象 



４ 

 

 

３ 納税義務者 

 

  さいたま市内に所在する事業所等において事業を行う法人又は個人です。 

 〔法701の32①〕〔条136①〕 

  ※ 納税義務者の認定についての留意点 

 

⑴  人格のない社団等 

    法人でない社団又は財団で代表者又は管理人の定めがあるものは、法人とみなされ、納税義

務者となります。 〔法701の32③〕〔条136③〕 

 

  ⑵ 共同事業 

    二以上の者が共同して事業を行う場合は、各事業者が連帯納税義務を負います。 

       （共同申告の必要はありません。） 〔法10の2①〕 

    例 Ａ、Ｂ両社が、共同事業として研究所Ｃを設立し運営しています。 

Ａ社は、その研究所の施設を提供し、Ｂ社は研究員の給料を支払っている場合、研究所

Ｃは、Ａ、Ｂ両社の共同事業に係る事業所等に該当すると考えられるため、Ａ、Ｂ両社

に連帯納税義務があります。 

 

  ⑶ 共同事業とみなされる事業（２５ページ参照） 

    特殊関係者の事業と特殊関係者を有する者の事業とが同一の家屋で行われている場合、その

特殊関係者の行う事業は共同事業とみなされます。（共同申告の必要はありません。） 

この場合、特殊関係者を有する者の課税標準は、当該特殊関係者の事業を合算せず単独で算定

しますが、免税点の判定は、当該特殊関係者の事業を合算して行います。 

 〔法10の2①〕〔法701の32②〕〔令56の21②〕〔令56の51②〕〔令56の75②〕〔条136②〕 

  

  ⑷ 実質課税 

    事業所等において事業を行うとみられる者が単なる名義人である場合は、事実上事業を行う

者が納税義務者となります。 〔法701の33〕 

     【デパート等のケース貸し】 

 デパート等の売場においてケース貸しとして他の事業者に営業させている場合、

デパート等の経営者が資産割の納税義務者となります。ただし、当該床面積の使

用について賃貸借契約が締結され、賃借人が当該部分について使用権を有する場

合は、賃借人が納税義務者です。 

     【委託事業】 

        Ａ社が業務の一部について委託料を払いＢ社に委託し、Ｂ社が自社の工場及び従業

員を使用して受託した事業を行っている場合、委託事業は、受託者Ｂ社の工場におい

てＢ社の従業員が行っているものと考えられるため、納税義務者はＢ社になります。 

        ※Ａ社の事業所等の一部でＢ社の従業員がこの委託事業を行う場合は、当該委

託者であるＡ社が資産割の納税義務者となります（ただし、事業所等の一部につ

いて賃貸借契約等により専用して使用できる状態で独立したＢ社の事業所等と認

められる場合を除きます）。 

 

  ⑸ 清算中の法人 

    清算の業務を行う範囲内において納税義務者となります。 〔取扱9章3(4)ｱ〕 

３ 納税義務者 



５ 

 

  ⑹ 貸ビル等 

    貸ビル等の全部又は一部を借りて事業を行う場合は、当該事業を行う者が納税義務者となり

ます。したがって貸ビル等の貸主は、その貸付部分については納税義務者となりません。 

 〔取扱9章3(4)ｱ〕 

 

 

事業所税の納税義務者に事業所用家屋を貸し付けている貸ビル等の貸主は、当該貸ビル等の床

面積その他必要な事項について申告義務がありますので、「事業所用家屋の貸付け等申告書」に

よりご申告ください。※転貸者も同様に申告の必要があります。  

〔法701の52②〕〔条148条②〕   

★ 貸ビルの空室について 

貸ビルの場合は、その貸ビルの全部又は一部を借りて事業を行う法人又は個人が

納税義務者となるため貸ビルの空室は事業所税の課税対象とはなりません。 

貸ビルの共用部分をあん分する場合には、現に借りられている専用部分に空室で

ある専用部分を加えたものをあん分の基礎とします。つまり、貸ビル内の専用部分

に空室部分を含めて共用部分をあん分することになります。 

 

     【空室のある貸ビルの共用床面積のあん分計算】 

 

                             × 

                              

 

★ 駐車場の取扱いについて 

※ここで言う駐車場とは固定資産税上の「家屋」に該当する建物をいいます。 

 

     

 

 

 

 

 

 

 

    例）駐車場をＡ社～Ｄ社が使用しており、使用部分が特定されている場合 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

       ↑ 使用者のきまっていない駐車スペース（空き駐車場）は空室と同様に扱います。 

 

  各駐車部分の状況   納税義務者 

・貸ビル業者の営業用（管理責任を含む） 当該貸ビル業者 

・各テナントの自由駐車部分 共用部分として各テナントの専用部分

に応じてあん分します 

・各テナントの使用が特定されている部分 各テナント 

・外来者のための無料開放部分 当該貸ビル業者 

A B B B A 

D D D D C 空 

通路部分は共用部分となり各テナント

が専用している面積の比であん分する 

各テナントの使用が特定されている場

合は各テナントの専用面積として使用

するテナントが納税義務者になる 

駐車場

出入口 

各借主の専用床面積 

空室を含む専用床面積の合計 

共用部分の 

床面積 



６ 

 

⑺ 倉庫の取扱い 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

★ 無人倉庫について 

市内に無人倉庫が所在し、その無人倉庫が、当該管理する事務所等と一体となって事業

所等の用に供されていると認められる限り、それを管理する事業所等の所在が市内にある

か市外にあるかにかかわらず、課税の対象となります。 

 

 

 

 

 

 

 

資産割の課税標準は、課税標準の算定期間の末日現在におけるさいたま市内に所在する各事業所

等の合計事業所床面積（後述する非課税部分及び課税標準の特例により控除する部分がある場合に

は、これらに係る床面積を除きます。）です。  〔法701の31①(2)〕〔法701の40①〕〔条139①〕 

 

 ⑴ 課税標準の算定期間 

   

 

 

 

 

   ★ 個人の課税標準の算定期間の留意点 

     ・年の中途に事業を開始した場合：当該開始の日からその年の１２月３１日まで 

     ・年の中途に事業を廃止した場合：その年の１月１日から当該廃止の日まで 

     ・年の中途に事業を開始し、その年の中途に事業を廃止した場合 

                    ：当該開始の日から当該廃止の日まで 

 

   ★ 課税標準の算定期間が１２月に満たない場合の課税標準の算定について 

 

      会社の設立・解散等で、事業年度が１年に満たない場合の資産割の計算については、事業

年度の末日現在の事業所床面積を１２で除してから、算定期間の月数を乗じて計算します

（100分の１未満の端数は切り捨てます）。        〔法701の40①〕〔条139①〕 

      算定期間の月数は暦に従って計算し、１月に満たない端数を生じたときは、これを１月と

します。                         〔法701の40③〕〔条139③〕 

  倉庫の使い方   納税義務者 

１棟の倉庫全てを 

一定期間、倉庫業者から賃借、専用する 当該倉庫を使用している者 

（倉庫業者が物品等の保管責任を有す

る場合を除きます） 

１棟の倉庫のうち、 

特定の数室又は１室の特定部分を 

一定期間倉庫業者から賃借、専用する 

製品１個又は１ケースごとに料金を定め倉庫業

者に預託する 
倉庫業者 

法人：事業年度 

個人：１月１日から１２月３１日まで 

 〔法72の13〕〔法701の31①(7)〕〔法701の31①(8)〕〔条139①〕〔取扱9章3(6)ｱ〕 

４ 資産割の課税標準 



７ 

 

      

                        × 

 

      例：6月18日に会社を設立した12月31日決算法人で、事業年度末日時点の市内の事業所の

合計床面積が1,200㎡の場合の計算例 

        事業年度：6月18日～12月31日  

        算定期間の月数：7月 ※1月に満たない端数は切り上げ 

        1,200(㎡)÷12(月)×7月＝700㎡（課税標準床面積） 

 

 

★ 課税標準の算定期間の中途に、一つの事業所等を新設又は廃止した場合の月割計算 

 

     算定期間の中途に事務所等を新設・廃止した場合は、事務所の使用期間の月数で月割計算を

します。 

新設・廃止の場合についても、課税標準の算定期間が１２月に満たない場合には、先に１２

で除してから使用期間の月数を乗じて計算します。      〔法701の40①〕〔条139①〕 

月数は暦に従って計算し、１月に満たない端数を生じたときは、これを１月とします。 

〔法701の40③〕〔条139③〕 

ただし、同一敷地内の新設・廃止の場合には月割計算は行わず、課税標準の算定期間の末日

現在の事業所床面積を課税標準として通年で計算しますのでご注意ください。 

 

   ※ 属する月とは通常、その月の１日から月末をいいますが、15日決算であれば16日から翌月15

日までを属する月として取扱います。 

※ 事業所等の新設の日・廃止の日は、営業開始日（オープンの日）・終了日ではなく、当該業務

の準備期間等を含むため、登記完了日や賃貸借期間の開始日・終了日とします。 

 

 

     ①算定期間の中途に新設された事務所等〔法701の40②(1)〕 

 

 

              ×             × 

 

 

 

       例 12月31日決算法人で、市内に1,500㎡の事務所を新設した場合の月割計算 

         事業年度  ：1月1日～12月31日  

         新設日   ：5月1日 

         使用した月数：7か月（新設した日の属する月の翌月から算定します） 

 

            1,500(㎡)      ×12／12×  7／12月   ＝  875㎡  

          ↑算定期間の末日現在の面積        ↑使用した月数    ↑課税標準床面積 

 

 

 

 

課税標準の算定期間の月数 

１２ 
課税標準の算定期間の末日の事業所床面積 

課税標準の算定

期間の末日現在

の事業所床面積 

課税標準の算定期間の月数 

１２ 

新設の日の属する月の翌月から課税標準 

の算定期間の末日の属する月までの月数 

課税標準の算定期間の月数 



８ 

 

     ②算定期間の中途に廃止された事務所等〔法701の40②(2)〕 

 

 

              ×             × 

 

 

 

       例 市内に本社1,200㎡、工場Ｂ1,500㎡を有する法人が、算定期間の中途に工場Ｂを廃

止した場合の工場Ｂの月割計算 

         事業年度  ：1月1日～12月31日  

         廃止日   ：9月1日 

         使用した月数：9か月（廃止した日の属する月まで算定します） 

            1,500(㎡)   ×12／12×  9／12月  ＝  1,125㎡   

           ↑廃止の日の面積            ↑使用した月数  ↑工場Ｂの課税標準床面積 

   

③算定期間の中途に新設され、同期間の中途に廃止された事業所等〔法701の40②(3)〕 

 

 

              ×             × 

 

 

 

例 市内に1,600㎡の事務所Ａを有する法人が1,500㎡の事務所Ｂを新設し、同年に事務

所Ｂを廃止した場合の事務所Ｂの月割計算 

         事業年度  ：1月1日～12月31日  

         新設日   ：2月1日   廃止日：11月10日 

         使用した月数：9か月 

（新設日の翌月3月から、廃止した日の属する11月まで算定します） 

             1,500(㎡)  ×12／12×  9／12月  ＝  1,125㎡    

↑廃止の日の面積        ↑使用した月数   ↑事務所Ｂの課税標準床面積 

 

 

★ 事業年度の中途で事務所を移転した場合の取り扱い 

  事務所が移転した場合、従前の事業所が廃止され、新しい事業所が新設されたものと考

えて、それぞれ月割で課税標準の算定を行います。 

  よって、移転前の事務所等は、算定期間の開始日から移転月まで、新しい事務所は、移

転月の翌月から算定期間の末日までの月数を算定します。 

 

例 6月15日にビルＡの事務所を別敷地のビルＢに移転した場合の月割計算 

         事業年度   ：1月1日～12月31日  

         ビルＡでの月数：6月15日を廃止日として6か月（1月1日～6月15日） 

   ビルＢでの月数：6月15日を新設日としてその翌月からの6か月（7月1日～12月31日） 

 

 

廃止の日におけ

る事業所床面積 

課税標準の算定期間の月数 

１２ 

課税標準の算定期間の開始の日の属する 

月から廃止の日の属する月までの月数 

課税標準の算定期間の月数 

廃止の日におけ

る事業所床面積 

課税標準の算定期間の月数 

１２ 

新設の日の属する月の翌月から 

廃止の日の属する月までの月数 

課税標準の算定期間の月数 



９ 

 

 ⑵ 事業所床面積 

 

    

 

 

 
 

   

 
 
 

  ★ 床面積の取扱いと端数処理 

   事業所用家屋の各階ごとに壁その他の区画の中心線で囲まれた部分の水平投影面積により、

平方メートルを単位として計算します。１平方メートルの１００分の１未満の端数は切り捨て

ます。 〔不動産登記規則115〕 

    

★ 共用部分の取扱い 

   二以上の事業者が使用している家屋又は一部を居住の用に供している家屋で、これらに係る

共同の用に供する部分（以下「共用部分」とします。）がある場合は、共用部分を各事業者の

専用部分であん分します。 〔法701の31①(4)〕〔令56の16〕 

 

※専用部分とは･･･ 専ら事業所等の用に供する部分をいいます。 

※共用部分とは･･･ 専用部分に係る廊下、階段、エレベーター、機械室、電気室等の共同の用に 

供する部分をいい、物理的、構造的に共同で使用し得る部分すべてが含まれ 

ます。 

 
 
 
 
                      ＝                  ＋            × 
 
 
 

 

 

 （例１） 次の図の場合におけるＡの事業所床面積の計算 

 

      

      

     出                                                                    出 

     入          Ｇ（廊下）                    入 

     口                                                                    口 

                      Ｄ             Ｅ              Ｆ 

 

 

                              Ａ 

           Ａの事業所床面積＝Ａ＋Ｇ× 

                         Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ＋Ｅ＋Ｆ 

当該事業者の 

事業所床面積 

当該事業者の専 

用部分の床面積 

共用部分 

の床面積 

 
共用部分に係る当該事業 
者の専用部分の床面積 

（当該事業者の専用部分の床面積） 

 
共用部分に係る専用部分 

の床面積の合計 
（各専用部分の床面積の合計） 

Ａ Ｂ Ｃ 

・事業所床面積…事業所用家屋の延べ面積をいいます。  〔法701の31①(4)〕〔令56の16〕 

・事業所用家屋…家屋の全部又は一部で現に事業所等の用に供するものをいいます。1 

〔法701の31①(6)〕 

・家屋…固定資産税における家屋で、不動産登記法上の建物の概念と同意義であり、実際の

登記の有無に関わらず、建物登記簿に登記し得る建物です。 

〔法341(3)〕〔取扱3章1節第1.2〕 
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  （例２） 次の図の場合におけるＡとＣの事業所床面積の計算 

 

 

 

    出                                                                      出 

    入  Ｇ (廊下)               Ｈ（廊下）          入 

    口                                                                      口 

                    Ｄ          Ｅ             Ｆ 

                  （事務所）     （マンション）    （マンション） 

 

                          Ａ 

           Ａの事業所床面積＝Ａ＋Ｇ× 

                         Ａ＋Ｄ 

 

                            Ｃ 

           Ｃの事業所床面積＝Ｃ＋Ｈ× 

                         Ｂ＋Ｃ＋Ｅ＋Ｆ 

 

 

★ 休止中の施設の取り扱い 

工場等の一部の機械等について操業を停止している場合、部分的又は一時的な休止について

は原則として考慮しませんので、課税標準に含みます。 

例外的に次の①～③の条件に全て該当する部分は、休止施設として課税標準から除かれる場

合があります。ただし、免税点の判定は、休止部分を含めて行いますのでご留意ください。 

①課税標準の算定期間の末日前６月以上継続して休止していたと認められる。 

（事業所税における事業とは、長期間継続して行われることを前提とするため） 

②休止部分が明確に区画されている。 

③操業できる状態にないことが確認できる。 

※ 現に操業は行っていなくとも業務の用に供するため維持補修が行われ、いつでも操業でき

る状態にある遊休施設は休止施設に該当しません。 

  

 

 

  ⑶ 共同事業及び共同事業とみなされる事業に係る課税標準の算定(免税点の判定は１５ページ参照) 

   ① 共同事業の場合 

共同事業に係る各共同事業者の資産割の課税標準となる事業所床面積は、次の算式によっ

て算出される面積となります。                                        〔令56の51①〕 

 

                                 

                               × 

 

 

   ② 共同事業とみなされる事業の場合 

     特殊関係者を有する者との共同事業とみなされる事業については、その特殊関係者が単独

でその事業を行うものとみなして、課税標準の算定をします。 〔令56の51②〕 

 

 
共同事業に係る事業 

所等の事業所床面積 

 
損益分配の割合（損益分配の割合が定められ 

ていない場合は、出資の価額に応ずる割合） 

Ｃ 

(事務所) 

Ｂ 

（事務所） 

Ａ 

(事務所) 

壁 
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従業者割の課税標準は、市内の各事業所等において、課税標準の算定期間中に従業者に対して支

払われた従業者給与総額（後述する非課税部分及び課税標準の特例により控除する部分を除きます。）

です。 〔法701の31①(3)〕〔法701の40①〕〔条139①〕 

  ⑴ 従業者給与総額 

   課税標準の算定期間中に従業者に対して支払われた又は支払われるべき給与等の総額です。 

 〔法701の31①(5)〕〔条139①〕〔条143③〕 

 

    ★ 従業者給与総額の範囲にあっての留意点 

    ① 従業者給与総額に含まれるもの 〔取扱9章3(6)ｲ〕 

        俸給、給料、賃金、賞与、扶養手当、住居手当、時間外勤務手当、所得税法上課税とさ

れる通勤手当、ベースアップの差額及び現物支給等です。 

      なお、事業専従者の場合は、その者に係る事業専従者控除額です。 

 

    ② 従業者給与総額に含まれないもの 〔取扱9章3(6)ｲ〕 

      退職給与金、年金、恩給は含まれません。 

      また、外交員その他これらに類する者の業務に関する報酬で、所得税法上給与所得に該

当しないもの等及び船上勤務者に支給される給与等も含まれません。 

   

 

★ 未払金としている給与等の取扱い 

    未払金として処理された給与等や未払費用として処理された給与等も、ともに損金経理上の

取扱いに合わせて従業者給与総額に含まれます。 

従業者割の課税標準は、「課税標準の算定期間中に支払われた従業者給与総額」ですが、こ

の場合の「支払われた」を文字通り従業者に対して、実際に手渡されたことと解すると、何ら

かの事情により給与の支払いが遅延している全ての場合に、課税標準からはずされることとな

り、事業所税創設の趣旨から事業所等に応益的な負担を求めるという観点で選ばれた課税標準

である従業者給与総額の把握の仕方としては、不適当な結果になるものと思われます。 

 したがって、未払金として処理されている給与等も、未払費用として損金経理された給与等

も、既に債務として発生している以上、従業者割の課税標準である従業者給与総額に含めるこ

ととされています。 

 

※企業の経理上の未払金 

特定の契約等により既に確定している債務のうち、未だその支払いが終わらないものをいい

ます。次に述べる未払費用が一定の契約に従い、継続的に役務の提供を受ける場合の既に提供

された役務に対していまだその対価の支払いが終わらないものであるのに対して、一定の契約

に従い継続的に役務の提供を受ける場合でも、既に役務の提供があり、しかも、その契約によ

る支払期日が経過しているのにその対価の支払いが終わらないものは、この未払金に該当し、

流動負債として計上されることとなっています。 

 

※未払費用 

一定の契約により継続的に役務の提供を受けているにもかかわらず、まだ支払日が到来しな

いために、これに対する対価の支払がなされていないものをいいます。この場合、対価は時の

経過に伴い又は役務の受入れによって既に当期の費用として発生しているので、期末決算に際

５ 従業者割の課税標準 
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しては、発生主義に基づき当期の損益計算に計上するとともに、貸借対照表の負債の部に流動

負債として計上し次期に繰り越すこととされています。 

 例えば、給与等の支給が、毎月２０日から翌月１９日までの分を翌月２５日に支払うような

場合には、当月の２０日から月末までの給与等を日割計算で算出し、決算期の到来した月末に

未払費用として計上することとされているものです。 

  

 

 ⑵ 従業者給与総額の算定の特例 

 

  年齢６５歳以上の者、障害者(ただし、役員を除く。)及び雇用改善助成対象者は、従業者給

与総額の算定上、特例が設けられています。 

 

  ① 年齢６５歳以上の者及び障害者（ただし、役員を除く。） 

    役員以外の年齢６５歳以上の者及び障害者については、従業者から除きます。 

年齢６５歳以上であっても、使用人兼務役員は役員として取扱いますので、従業者給与総額

に含めます。ただし、使用人分の給与等が明確に区分されている場合の当該使用人分の給与等

は除かれます。 

   課税標準となる従業者給与総額の算定は、当該従業者に対する給与等の額の控除後に行いま

す。 〔法701の31①(5)〕 

    この場合の障害者とは、所得税・住民税において障害者控除の対象となる者及び障害者職業

センター等の判定により知的障害者とされた者です。 〔令56の17〕 

 

 ② 雇用改善助成対象者 

    年齢５５歳以上６５歳未満の者で雇用保険法等による国の雇用に関する助成に係る対象者（

以下「雇用改善助成対象者」とします。）がいる場合、当該従業者に対する給与等の２分の１

の額を控除します。 〔法701の31①(5)〕 

 

   雇用改善助成対象者の範囲 〔令56の17の2〕〔規24の2〕 
 

 

 

 

  

 

 

 

  

 

 

 

  

 

 雇 用 改 善 助 成 対 象 者 根 拠 法 令 

  

１ 

高年齢者、障害者その他就職が特に困難な者の雇

用機会を増大させるために行われる労働者の雇入

れの促進に関する助成に係る者 

雇用保険法第６２条第１項第３号

若しくは第６号 

労働施策総合推進法施行令第２条

第２号 

２ 作業環境に適応させるための訓練を受けた者 
雇用保険法第６３条第１項第３号

労働施策総合推進法第１８条第５号 

３ 

本州四国連絡橋の建設に伴う一般旅客定期航路

事業等に関する特別措置法施行令第１０条第３

号に規定する雇用奨励金の支給に係る者 

本州四国連絡橋の建設に伴う一般旅

客定期航路事業等に関する特別措置

法施行令第１０条第３号 

 

 

 



１３ 

 

★①の６５歳以上の者及び障害者、②の雇用改善助成対象者の判定は、当該従業者に対する給与

等の基礎となる期間の末日の現況によります。             〔法701の31②〕 

 

（例） ３月決算法人の場合 

 

      ・毎月１日～末日分を、その月の１５日に支払う場合 

 

        １月末    15日  ２月末   15日  ３月末       ４月末 

                            ●                  ● 

              支         支 

              払         払 

              日   判定日   日 

 

               満65歳 

 

              控除対象２か月分 

 

 

      ・毎月１５日までの分を当月の１５日に支払う場合 

 

        １月末    15日  ２月末   15日  ３月末   15日  ４月末 

                            ●                  ●                ○ 

              支         支          

              払         払 

              日         日        判定日 

 

                               満65歳 

 

                                  翌期の控除対象 

 

 

 

      ・毎月１日～末日分を翌月の１５日に支払う場合 

 

        １月末    15日  ２月末   15日  ３月末   15日  ４月末 

                            ●                  ●              ○ 

              支         支     

              払         払 

              日         日   判定日 

 

                     満65歳 

 

                     控除対象１か月分   翌期の控除対象    

 

  



１４ 

 

③ 算定期間の中途で他市町村へ転勤した者の給与等 

課税標準の算定期間の中途で他市町村へ転勤した者の給与等は、その者に係る給与等の計算

期間の末日現在に勤務する事業所等の従業者給与総額に含まれます。 

（例）毎月２０日が給与等の計算期間の末日で、支給日がその月の２５日の場合で、 

６月２３日に転勤したとき 

 

                     6／23 

                   転勤 

     4／20      5／20     6／20      7／20    8／20 

                                       ● 

 

      さいたま市内事業所等勤務               他市町村事業所等勤務 
 
 

           本市分            他市町村分 
  

 

                   計算期間の末日 

 

 

⑶ 共同事業及び共同事業とみなされる事業に係る従業者給与総額 

  ① 共同事業の場合 

共同事業に係る各共同事業者の従業者割の課税標準となる従業者給与総額は、次の算式によ

って算出される金額となります。       〔令56の51①〕 

 

 

                             × 

 

 

② 共同事業とみなされる事業の場合 

特殊関係者を有する者との共同事業とみなされる事業については、その特殊関係者が単独で

その事業を行うものとみなして、課税標準の算定をします。 〔令56の51②〕 

 

 

 

 

  

共同事業に係る 

従業者給与総額 

 
損益分配の割合（損益分配の割合が定められ 

ていない場合は、出資の価額に応ずる割合） 



１５ 

 

 

 

 

  ⑴ 資産割         事業所床面積１㎡につき６００円です。 〔法701の42〕〔条140〕 

 

  ⑵ 従業者割       従業者給与総額の１００分の０．２５です。 〔法701の42〕〔条140〕 

 

 

 

 

 

事業所税における免税点の制度は、中小零細事業者の負担を排除するため設けられているもので

す。基礎控除の制度ではありませんので、免税点を超えた場合、非課税もしくは課税標準の特例の

対象を除き、すべての床面積又はすべての従業者給与総額が課税されます。 

 

 

 免税点とは 参考法令 基準 

資
産
割 

さいたま市内に所在する各事業所等

の合計床面積が１，０００㎡以下の

場合は課税されません。 

 

〔法701の43①〕 

〔条141①〕 

・資産割、従業者割それぞれ

個別に判定します。 

・課税標準の算定期間 

（法人は事業年度、個人は

原則として１月１日～１２

月３１日）の末日時点で判

定します。 

従
業
者
割 

さいたま市内に所在する各事業所等

の合計従業者数が１００人以下の場

合は課税されません。 

 

〔法701の43①〕 

〔条141①〕 

    

 

 ⑴ 資産割 

   

 

 

 

 

☆ 免税点を超えて事業所税が課される場合には、免税点を超えた事業所等だけではなく、課

税標準の算定期間の中途に廃止した事業所等に係る事業所床面積も課税標準に含まれます。 

 

① 共同事業に係る免税点 

  当該共同事業に係る各事業者の免税点の判定は、次の算式により算出される床面積になりま

す。（ただし、当該共同事業とは別に、単独で事業を行う事業所等を有する場合は、その事業

所等に係る事業所床面積も合計します。） 〔令56の75①〕 

 

 

                  × 

                                     

    

 
共同事業に係る事業所等

の事業所床面積 

 
損益分配の割合（損益分配の割合が定めら 

れていない場合は出資の価額に応ずる割合） 

６ 税率 

７ 免税点 

 ・課税標準の算定期間の末日の事業所床面積で判定します。       〔法701の43③〕 

 ・非課税床面積を控除した床面積で判定します。            〔法701の43①〕 



１６ 

 

② 企業組合又は協業組合の免税点 

企業組合又は協業組合の各事業所等のうち、事業所等に係る事業所用家屋が次の要件にすべ

て該当する場合は、それぞれの事業所ごとに判定します。 

 〔法701の43②〕〔令56の72〕〔規24の25〕〔規24の26〕〔条141②〕 

    ・当該企業組合又は協業組合の組合員が組合員となった際、その者の事業の用に供されてい

た事業所等であること。 

・当該企業組合又は協業組合の組合員が組合員となった後、引き続き当該事業所等において

行われる事業の主宰者として、企業組合又は協業組合の事業に従事していること。 

 

 ★ 課税標準の算定期間が１２月に満たない場合の資産割の免税点の判定 

資産割の課税標準は、課税標準の算定期間が１２月に満たない場合には月数に応じて月

割計算しますが、資産割の免税点の判定は、課税標準の算定期間の末日の現況により判定

します。 

 

 ★ 市内にあった事業所等を年度の中途で廃止した場合の免税点の判定 

市内の事業所等を年度の中途で廃止し、市内には申告対象となる事業所等が存在しない

ことになる場合、免税点の判定は、課税標準の算定期間の末日の現況により判定します。 

 

      例 課税標準の算定期間が４月１日から３月３１日の法人で、市内の合計事業所床面積

が1,500㎡であったものが、1,100㎡の工場を１１月１５日に廃止した場合、免税点

判定上の面積は、３月３１日現在の400㎡となります。（この場合、800㎡を下回っ

ているため、申告義務はありません。） 

 

 

 ⑵ 従業者割 

 

    

 

 

 

     

 

☆ 免税点を超えて事業所税が課される場合には、免税点を超えた事業所等だけではなく、課税

標準の算定期間の中途に廃止した事業所等に係る従業者給与総額も課税標準に含まれます。 

 

① 従業者数に著しい変動がある場合の判定 

算定期間の各月末日の従業者数の最大月が最小月の２倍を超える事業所等については、次の

算式により算出された数を算定期間の末日の従業者数とみなします。 

 〔法701の43④〕〔令56の73①〕 

 

   

                           ＝ 

 

 

 

算定期間に属する各月末日の従業者数の合計 

課税標準の算定期間の月数 

 
従業者数 

 ・課税標準の算定期間の末日の従業者数で判定します。         〔法701の43③〕 

 ・役員以外の従業者で年齢６５歳以上の者、障害者及び非課税施設に従事する者を控除した

後の従業者数で判定します。             〔法701の31①(5)〕〔法701の43①〕 



１７ 

 

② 年齢６５歳以上の者、障害者等の判定 

年齢６５歳以上の者、障害者又は雇用改善助成対象者であるか否かの判定は、その者に対して

給与等が支払われる時の現況によります。       〔法701の31②〕 

       

③ 共同事業に係る免税点 

共同事業に係る各事業者の免税点の判定は、次の算式により算出される従業者数となります。

（ただし、当該共同事業とは別に、単独で事業を行う事業所等を有する場合は、その事業所等に

係る従業者数も合計します。）        〔令56の75①〕 

 

 

                                    × 

 

 

 

④ 企業組合又は協業組合の免税点 

企業組合又は協業組合の各事業所等のうち、事業所等に係る事業所用家屋が次の要件にすべて

該当する場合は、それぞれの事業所ごとに判定します。 

 〔法701の43②〕〔令56の72〕〔規24の25〕〔規24の26〕〔条141②〕 

    ・当該企業組合又は協業組合の組合員が組合員となった際、その者の事業の用に供されてい

た事業所等であること。 

・当該企業組合又は協業組合の組合員が組合員となった後、引き続き当該事業所等において

行われる事業の主宰者として、企業組合又は協業組合の事業に従事していること。 

 

 

★ 従業者の範囲 

一般の従業員のほか役員、日々雇用等の臨時の従業者も含まれます。ただし、６５歳以上の

者及び障害者（いずれも役員を除く。）等は除かれます。 

特殊な勤務形態の従業者については、１８ページの「従業者割における従業者の取扱い」を

参照してください。 〔法701の31①(5)〕 

 

【パートタイマーについて】 

パートタイマーは、従業者割の免税点判定においては「従業者」の範囲から除外されています。

パートタイマーとは、形式的な呼称ではなく、勤務の状態によって判定されるものであり、一般

的には雇用期間の長短ではなく当該勤務事務所の通常の勤務時間より相当短時間の勤務（正社員

の勤務時間の４分の３未満のもの）をすることとして雇用されているものであり、休暇、社会保

険、賞与等からみても明らかに正規の従業者とは区別されるものをいいます。 

 

 
共同事業に係る事業所等

の事業所従業者数 

 
損益分配の割合（損益分配の割合が定められて

いない場合は出資の価額に応ずる割合） 



１８ 

 

従業者割における従業者の取扱い 

従業者の区分 免税点の判定 課税標準の算定 備   考 

６５歳以上の者（役員は

除く） 
従業者に含めない 従業者給与総額に含めない 非課税に相当 

（申告書に記載

が必要） 障害者（役員は除く） 従業者に含めない 従業者給与総額に含めない 

雇用改善助成対象者 従業者に含める 
給与等の額の２分の１を従

業者給与総額から控除する 

課税標準の特例

に相当 

（申告書に記載

が必要） 

役

 

員 

無給の役員 従業者に含めない   

数社の役員を兼務する

役員 

それぞれの会社の従業者

に含める 

それぞれの会社の従業者給

与総額に含める 
 

非常勤の役員 従業者に含める 従業者給与総額に含める  

役員・使用人兼務役員 従業者に含める 従業者給与総額に含める  

日々雇用等の臨時の従業員

         （注１） 
従業者に含める 従業者給与総額に含める  

短時間勤務のパート   

タイマー（注１） 
従業者に含めない 従業者給与総額に含める 

勤務時間が正社

員の3/4未満又

は６時間未満 

休職中の従業員 
給与等の支払がある場合

は、従業者に含める 
従業者給与総額に含める 

 

中途退職者 従業者に含めない 
退職時までの給与等は、従

業者給与総額に含める 

 

出

 

 

 

 

向 

出向元が給与を支払う

社員 
出向元の従業者に含める 

出向元の従業者給与総額に

含める 
 

出向先の会社が出向元

に対して給与相当分を

支払う社員 

出向先の従業者に含める 
出向先の従業者給与総額に
含める 

法人税法上給与

相当分が給与分

として取り扱わ

れている場合 

出向元と出向先が一部

ずつ負担する社員 

主たる給与等を支払う会

社の従業者に含める 

それぞれの会社が支払う給

与等を、当該会社の従業者

給与総額に含める 

 

市外の建築現場事務所等へ

派遣されている社員 
従業者に含めない 従業者給与総額に含めない 

 

外国又は市外への長期出張

又は派遣（注２） 
従業者に含めない 従業者給与総額に含めない 

 

派遣法に基づく派遣社員

（注３） 
派遣元の従業者に含める 

派遣元の従業者給与総額に

含める 

市外への派遣は

含めない 

保険の外交員 

所得税法上の給与等が支

払われている場合は、従

業者に含める 

所得税法上の給与等は、従

業者給与総額に含める 

 

常時船舶の乗組員 従業者に含めない 従業者給与総額に含めない  

（注１）日々雇用等の臨時の従業員、パートタイマー等への給与等は、いずれも従業者給与総額に算入します。 

しかし、免税点の判定においては、短時間勤務のパートタイマー等は従業者の範囲から除外します。 

（１７ページ参照） 

（注２）「長期」とは、課税標準の算定期間を超える期間をいいます。 

（注３）派遣法とは、労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の保護等に関する法律をいいます。 

 



１９ 

 

 

 

 

 ⑴ 非課税の範囲 〔法701の34〕 

 

                                       事業を行う者の人格に着目 

 

 

 

                                       施設の用途に着目 

 

 非課税対象の施設は、２８ページからの「資料１ 非課税対象一覧表」を参照してください。  

 

 ★ 主な非課税施設（２８ページ「資料１ 非課税対象一覧表」から抜粋） 

  

勤労者の福利厚生施設（３０ページ２６番） 

   ⑴ 福利厚生施設には、一般的に次のようなものが該当します。 

     保養所、売店、クラブ、体育館、従業員食堂、診療室、娯楽室等 

 

   ⑵ 次のような施設は、事業所税において福利厚生施設には該当しません。 

     トイレ、研修所、駐車場等の通勤施設、更衣を必要とする事業場の更衣室(※)、業務上必

要とされる仮眠室、現業作業員等の浴場及び、事業に関する専門知識向上のための図書室

等 

     ※例えば、業務中は制服の着用が義務付けられているような場合、更衣室は業務上必要な

ものであるため、福利厚生施設には該当しません。 

 

路外駐車場（３０ページ２７番） 

   ⑴ 月極貸しのみの駐車場は、該当しません。 

   ⑵ 昼間は時間貸しを行い、夜間は月極貸しを行う駐車場は、該当します。 

⑶ 非課税対象となる路外駐車場は、周辺の状況等から不特定多数の者の利用に供されると判

断できるものに限ります。具体的には、次に掲げる施設からおおむね２００メートル以内

の距離に設置されるものです。 

      ① 駅等の交通施設 

      ② 美術館、図書館、博物館等の文化施設 

      ③ 都道府県庁、市役所等の公的施設 

      ④ 商店街、大型店舗 

（大型店舗に併設される路外駐車場にあっては、他の大型店舗に限ります。） 

      ⑤ 病院、ホール、スポーツ施設、公園、大学 

      ⑥ その他公益上必要な施設 

    

 ※なお、固定資産税上の「家屋」に当たらない駐車場（青空駐車場など）は事業所税の資産割

の課税客体とはなりません。 

 

  

用 途 非 課 税 

非 課 税 

人 的 非 課 税 

８ 非課税 



２０ 

 

消防用設備等・避難施設等（３０ページ３０番） 

      ３１ページの表１「防火対象物一覧表」のうち、特定防火対象物に設置される消防用設備

等及び避難施設等が非課税となります。 

具体的には、表２「消防用設備等及び避難施設等」に掲げる対象床となる面積部分が、そ

の非課税割合に応じて非課税となります。なお、表２「消防用設備等及び避難施設等」に掲

げる施設若しくは設備であっても、特定防火対象物（表１参照）に該当しない建物に設置さ

れたものは、非課税の適用はありません。 

 

⑵ 非課税の適用 

   ① 非課税の適用の判定 

     課税標準の算定期間の末日の現況により判定します。 〔法701の34⑥〕 

    ※課税標準の算定期間の中途に廃止された事業所等の場合は、廃止の直前の現況により判定

します。新設の場合は、課税標準の算定期間の末日の現況により判定します。 

〔取扱9章3(5)ｵ〕 

 

   ★ 課税対象であった施設が、事業年度の中途に非課税対象の施設となった場合の資産割 

     課税標準の算定期間の末日において資産割が非課税対象の施設に該当すれば、当該施設に

係る事業所床面積の全部が月割されることなく非課税となります。 

 

★ 非課税対象施設が事業年度の中途から、課税対象施設となった場合の資産割 

  当該施設に係る事業所床面積の全部が月割されることなく課税対象となります。 

 

 

② 公益法人等の収益事業 

     収益事業と非収益事業をあわせて行う公益法人等の事業所床面積又は従業者給与総額で、

非課税の適用を受けるもの及び受けないものの区分が不明瞭な場合は、法人税法施行令第６

条の規定により区分して行う経理に基づき、非課税の適用を受けるものを算出します。  

〔令56の23〕 

   ③ 非課税の適用事業及び非適用事業に従事する従業者 

     非課税の適用を受ける事業と受けない事業それぞれに従事した従業者に係る課税標準とな

る従業者給与総額の算定は、それぞれの事業に従事した分量に応じてその者の給与等をあん

分します。 

      ただし、それぞれの事業に従事した分量が明確でない場合は、均等に従事したものとして

計算します。 〔令56の49〕 

 

   ★ 課税対象であった施設が、事業年度の中途に非課税対象の施設となった場合の従業者割 

     該当することとなった日前の課税標準の算定期間中に支払われた従業者給与総額は、  

「非課税の適用を受ける施設に係る従業者給与総額」とは言えませんので、課税対象とな

ります。 

 

★ 非課税対象施設が事業年度の中途から、課税対象施設となった場合の従業者割 

非課税の規定は「当該施設に係る従業者給与総額」に対して事業所税を課することができ

ない旨を規定するものですから、その該当しないこととなった日前の課税標準の算定期間

中に支払われた従業者給与総額は非課税になるものと解されます。 

 



２１ 

 

 

 

 

事業所税には、非課税措置と同様にその趣旨及び目的から事業所税の軽減を図るため課税標準

の特例措置が講じられています。 

 ★ 課税標準の特例の適用時の免税点判定の留意点 

   免税点の判定は、非課税と異なり、課税標準の特例対象となる事業所床面積及び従業者を控除

する前の状態で判定します。 

 

  ⑴ 課税標準の特例の範囲 〔法701の41〕 

 

                                           事業を行う者の人格に着目 

 

 

 

                                           施設の用途に着目 

 

★ 詳細は、３７ページからの「資料２ 課税標準の特例対象一覧表」を参照してください。 

                                

 ⑵ 課税標準の特例の適用 

   ① 課税標準の特例の適用の判定 

     課税標準の算定期間の末日の現況により判定します。 〔法701の41③〕 

    ※ 課税標準の算定期間の中途に廃止された事業所等の場合は、廃止の直前の現況により判

定します。 〔取扱9章3(7)ｲ〕 

 

   ② 課税標準の特例の適用事業及び非適用事業に従事する従業者 

     課税標準の特例の適用を受ける事業と受けない事業それぞれに従事した従業者給与総額の

算定は、「非課税の適用事業及び非適用事業に従事する従業者」の場合の扱いと同様になり

ます。（２０ページ③参照） 〔令56の67〕 

     

   ③ 二以上の課税標準の特例に重複して該当する場合 

     次の順序で適用します。 〔令56の71〕 
 
 

適 用 順 位 適    用    条    項 

１ 
 地方税法第７０１条の４１第１項 ※各号の重複適用はしません。 

（「課税標準の特例対象一覧表」３７～３８ページの１番～14 番） 

２ 
 地方税法第７０１条の４１第２項 

（「課税標準の特例対象一覧表」３８ページの15番） 
 

    ※ 適用順位１の規定を適用後の課税標準について、適用順位２の規定が適用されます。 

※ 各号で重複のある場合には控除割合の高い号を適用します。 

 

 

 

用途課税標準の特例 

課税標準の特例 

人的課税標準の特例 

９ 課税標準の特例 



２２ 

 

 

 

 

⑴ 減免の範囲 

    天災その他特別の事情がある場合において、減免を必要とすると認められる者及びその他特

別の事情がある者で、資料３に掲げる一定の要件を満たすものに限り、減免措置を講じていま

す。 〔法701の57〕〔条150①〕 

★ 詳しくは、３９ページからの「資料３ 減免対象一覧表」を参照してください。 

 

  ⑵ 減免の判定 

    減免の適否は、課税標準の算定期間の末日の現況により判定します。 

   ※ 算定期間の中途において事業所等を廃止した場合の減免の適否は、非課税及び課税標準の

特例と同様の方法で判定します。 

 

  ⑶ 減免の申請 

    減免を受けようとする場合は、申告納付期限までに減免申請書を、減免を受けようとする事

由を証明する書類を添えて提出してください。 〔条150②〕 

 

 

 

 

 

  ⑴ 申告義務者 

    さいたま市内に所在する事業所等において事業を行う法人又は個人で、次に該当する場合は

事業所税の申告が必要となります。 〔法701の46〕〔法701の47〕 

 

   ① 申告と納付が必要な場合（免税点を超える場合） 〔条143①②③〕 

課税標準の算定期間の末日において、さいたま市内に所在する各事業所等の合計床面積が

１,０００㎡を超える場合又は合計従業者数が１００人を超える場合。 

 

   ② 申告のみが必要な場合（免税点を超えない場合） 〔条143④〕 

     課税標準の算定期間の末日において、さいたま市内に所在する各事業所等の合計床面積が

８００㎡を超える場合又は合計従業者数が８０人を超える場合。 

★ ４１～４６ページに「事業所税の申告書の記載要領」があります。 

 

  ⑵ 申告納付期限 

   ・法人の場合は、事業年度終了の日から２月以内です。 

   ・個人の場合は、翌年３月１５日までです。 

ただし、個人が年の中途で事業を廃止した場合は廃止した日から１月以内、その廃止が納税

義務者の死亡による場合は、死亡の日から４月以内です。 

〔法701の46①〕〔法701の47①〕〔条143①②〕 

 

 

１０ 減免 

１１ 申告と納付 



２３ 

 

※ 申告納付期限が土曜日、日曜日、国民の祝日、又は１２月２９日から翌年の１月３日に該

当する場合、これらの日の翌日が申告納付期限となります。 

 〔法20の5②〕〔令6の18②〕〔令6の19②〕〔民法142条〕〔さいたま市の休日を定める条例〕 

※ 法人税の確定申告書の提出期限の延長を認められた特例延長法人であっても、事業所税の

申告納付期限は延長されませんので、ご注意ください。また、中間申告（予定申告）制度は

ありません。 

     

   ⑶ 更正 

    申告書又は修正申告書の提出後に、市が調査した結果と申告内容が異なるときは、課税標準

又は税額を更正することがあります。 〔法701の58①〕 

 

 ⑷  決定、期限後の申告 

    申告期限までに申告がない場合には、市が調査した結果により、申告すべき課税標準及び税

額を決定することがあります。 〔法701の58②〕 

ただし、申告期限後であってもこの決定の通知があるまでは、申告納付をすることができま

す。 〔法701の49①〕 

 

⑸ 修正申告 

    申告税額に不足がある場合には、遅滞なく修正申告するとともに不足税額を納付してくださ

い。 〔法701の49②〕 

   

⑹ 更正の請求 

    申告納付税額が過大であった場合には、申告納付期限から５年以内に限り更正の請求をする

ことができます。 〔法20の9の3①〕 

 

 ⑺ 事業所等の新設・廃止・異動の申告 

    市内において事業所等を新設、廃止もしくは異動した場合、または納税義務者となるべき者

が事業所等を新設した場合には、その事実の発生から１月以内に新設・廃止・異動に係る申告

書を提出してください。 〔法701の52①〕〔条148①〕〔条148③〕 

★ ４７ページに事業所等の新設・廃止・異動申告書の記載例があります。 

 

 ⑻ 事業所用家屋の貸付による申告 

    事業所用家屋の全部又は一部を第三者に貸与した場合には、その事実の発生から２月以内に

貸付に係る申告書を提出してください。 〔法701の52②〕〔条148②〕 

★ ４８ページに事業所用家屋の貸付け等申告書の記載例があります。 

 

⑼ 事業所用家屋の貸付異動による申告 

     事業所用家屋の貸付による申告での事項に異動が生じた場合、その事実の発生から１月以内

に貸付異動に係る申告書を提出してください。      〔法701の52②〕〔条148③〕 

 

  



２４ 

 

⑽ 加算金 

    申告期限内に申告のない場合には不申告加算金が、申告漏れのある場合には過少申告加算金

が課されます。ただし、納税義務者が課税標準の基礎となるべき事実を隠ぺい又は仮装した場

合には、重加算金が課されます。        〔法701の61〕〔法701の62〕〔条151①〕 

 

⑾ 延滞金 

    申告納付期限後に事業所税を納付する場合は、当該税額に対して申告納付期限の翌日から納

付の日までの期間、年14.6％【※１】（ただし、次の表の期間は年7.3％【※２】）の割合を乗

じて計算した延滞金がかかります。 〔法701の60〕〔条11〕〔条151②〕 

【年 7.3％ の適用期間の表】 

 

延滞金額の計算の基礎となる税額に、１，０００円未満の端数があるとき、又はその金額が

２，０００円未満であるときは、その端数金額又はその全額を切り捨てます。 

また、延滞金額に１００円未満の端数があるとき、またはその全額が１,０００円未満であ

るときは、その端数金額又はその全額を切り捨てます。 〔法20の4の2②⑤〕 

 

※１ 平成２６年１月１日から令和２年１２月３１日までの間は、特例基準割合（注１）に 7.3％ 

を加算した割合（上限は年 14.6％）で計算します。 

  令和３年１月１日以降は、延滞金特例基準割合（注１）に 7.3％ を加算した割合（上限は年

 14.6％）で計算します。 

※２ 平成２６年１月１日から令和２年１２月３１日までの間は、特例基準割合（注１）に 1％ を

加算した割合（上限は年 7.3％）で計算します。 

令和３年１月１日以降は、延滞金特例基準割合（注１）に 1％ を加算した割合（上限は年 

7.3％）で計算します。 

（注１） 特例基準割合（令和３年１月１日以降は「延滞金特例基準割合」という。）とは、租税

特別措置法第９３条第２項の規定により、その年の前年に財務大臣が告示する割合（令和３年

１月１日以降は「平均貸付割合」という。）に 1％を加算した割合 〔法附3の2〕〔条附9〕 

                                      

 

 

申告書の提出 年 7 . 3 ％ の 適 用 期 間 

申告納付期限までに 

提出した場合 
申告納付期限の翌日から、１月を経過する日までの期間 

申告納付期限後に 

提出した場合 

・提出日までの期間 

・提出日の翌日から１月を経過する日までの期間 

修正申告書の場合 
・修正申告書の提出日までの期間 

・提出日の翌日から１月を経過する日までの期間 



２５ 

 

みなし共同事業 
 

 

 

 

   事業を行う法人又は個人に、次に掲げる「特殊関係者」が存在している場合、当該事業を行う

者は「特殊関係者を有する者」となります。 

「特殊関係者を有する者」と「特殊関係者」が同一家屋内で事業を行っている場合、当該「特殊

関係者」の事業は、「特殊関係者を有する者」との共同事業とみなされ、これらの者が連帯して

納税義務を負います。 

   以下、「特殊関係者を有する者」のうち、個人を「あなた」と称し、法人等を「貴社」と称し

て説明します。        

  〔法10の2①〕〔法701の32②〕〔令56の21②〕〔条136②〕 

 

 

 

 

 

 あなた又は貴社の免税点は、あなた又は貴社が単独で行っている事業の事業所床面積又は従業

者数と共同事業とみなされた者（特殊関係者）の事業所床面積又は従業者数との合計で判定しま

す。 〔令56の75②〕 

 

  課税標準は、単独で行っている事業所床面積又は従業者給与総額となります。 

 （共同申告の必要はありません。） 〔令56の51②〕 

 

 

 

 

 特殊関係者とは、特殊関係者を有する者であるか否かの判定をすべき者と特殊の関係のある次

に掲げる個人又は同族会社等です。 〔令56の21①〕 

 

 ⑴ あなたの配偶者（事実上婚姻関係にある者を含む。）、直系血族及び兄弟姉妹  

 

 ⑵ あなたの６親等内の血族及び３親等内の姻族（上記⑴以外の者）で次に掲げる者 

① あなたと生計を一にする者 

② あなたから受ける金銭その他の財産により生計を維持している者 

 

 ⑶ あなたの使用人その他の個人（上記⑴又は⑵に該当する者以外の者）で、あなたから受ける特

別の金銭その他の財産により生計を維持している者  

 

⑷ あなたに特別の金銭その他の財産を提供して生計を維持させている個人（上記⑴又は⑵に該当

する者以外の者）及びその者と上記⑴、⑵及び⑶のいずれかに該当する関係のある個人  

 

１ 概要 

２ 免税点の判定及び課税標準の算定 

３ 特殊関係者の範囲 



２６ 

 

 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

⑸ 貴社が同族会社である場合に、次に掲げる個人 

※ 同族会社とは 

株主等の３人以下並びにこれらと親族などの特殊な関係にある個人や法人を判定の基礎とし

て、その有する株式の総数又は出資金の合計額が、その会社の発行済株式の総数又は出資金額

の半分を超える会社をいいます。 〔法人税法2(10)〕〔法人税法施行令4〕 

 

① 同族会社の判定の基礎となった株主又は社員である個人 

 ② 上記①に該当する者と前頁⑴から⑷のいずれかに該当する関係がある個人 

 
                                                                  特殊関係者 
 
 
                                特殊関係者 
 
 
          50％超 
    
 
 

 
 
 
 

 

 

 

⑹ あなた又は貴社を判定の基礎として同族会社に該当する会社  

 
 
 
                                               特殊関係者 
                                 50％超 
 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

他の株主等 

貴   社 

（同族会社） 

株 主 等 

他 の 株 主 等 同族会社に 

該当する会社 

あなた又は貴社 

 （株    主） 

あ な た 

(1)に 掲 げ る 配 偶 者 等 

個 人 

特殊関係者 

特殊関係者 

(2)に 掲 げ る 親 族 等 

(3)に 掲 げ る 使 用 人 等 

(1)に 掲 げ る 配 偶 者 等 

(2)に 掲 げ る 親 族 等 

(3)に 掲 げ る 使 用 人 等 

(4)に 該 当 す る 者 

他の株主等 

他 の 株 主 等 

生計を維持 



２７ 

 

⑺ 貴社が同族会社である場合において、その判定の基礎となった株主又は社員（これらの者と⑴

から⑷までに該当する関係がある個人及びこれらの者を判定の基礎として同族会社に該当する他

の会社も含みます。）の全部又は一部を判定の基礎として同族会社に該当する他の会社 

  
 

 
                                                                特殊関係者 
 

                           50％超                            50％超 
    
 

 
 
 
 
 
                                                     全部を判定の基礎とした場合 
                                                    一部を判定の基礎とした場合 
 
 
 

 
    
  

貴社（同族会社） 

 
同族会社に 
該当する   
他の会社   

株 主 等 

他 の 株 主 等 

他 の 株 主 等 



２８ 

 

資 料 １  非 課 税 対 象 一 覧 表 
 適用の有無欄の「資」は資産割、「従」は従業者割のことを表示し、各々の欄の『○』は適用

があること、『－』は適用がないことを表示します。 

各項目は概要を記載していますので、詳細については根拠法令をご確認ください。 

番
号 

非 課 税 対 象 

適用の有無 根 拠 法 令 

資 従 地方税法 
地方税法 

施行令 
地方税法 

施行規則 

１ 

・国 

・非課税独立行政法人 

・法人税法別表第１の公共法人 

○ ○ 
法701の34①   

２ 

・法人税法別表第２の公益法人等（ＮＰＯ法人等を含む） 

・人格のない社団等 

これらの者が、収益事業以外の事業を行う場合 

○ ○ 

〃  ② 

法附32の3 

令56の22 

〃 23 

 

３ 

・博物館 

・図書館 

・幼稚園 

○ ○ 

〃  ③(3) 

 

〃 24  

４ 
・公衆浴場 

（物価統制令に基づき県知事が入浴料金を定めるもの） 
○ ○ 

〃  ③(4) 

 

〃 25  

５ ・と畜場法に規定すると畜場 ○ ○ 〃  ③(5)   

６ ・化製場等に関する法律に規定する死亡獣畜取扱場 ○ ○ 〃  ③(6)   

７ ・水道法に規定する水道施設 ○ ○ 〃  ③(7)   

８ 

・一般廃棄物の収集、運搬又は処分の事業の用に供する施設 

（廃棄物の処理及び清掃に関する法律に規定する許可、認定又

は市の委託を受けて行うもの） 

○ ○ 

〃  ③(8) 

 

  

９ 

・医療法に規定する病院、診療所 

・介護保険法に規定する介護老人保健施設、介護医療院（医療法

人が開設するもの） 

・看護師等の医療関係者の養成所 

○ ○ 

〃  ③(9) 

 

〃 26  

10 

・生活保護法に規定する保護施設 

・児童福祉法に規定する児童福祉施設 

・老人福祉法に規定する老人福祉施設 

・社会福祉法に規定する社会福祉事業の用に供する施設 

これらの施設で、政令に定めるもの 

○ ○ 

〃  ③(10) 

(10の3) 

(10の5) 

(10の7) 

〃 26 

の2～5 

 

・児童福祉法に規定する小規模保育事業の用に供する施設 

・就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に

関する法律に規定する認定子ども園 

・障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律

に規定する障害者支援施設 

・介護保険法に規定する包括的支援事業の用に供する施設 

・児童福祉法に規定する家庭的保育事業、居宅訪問型保育事業、

事業所内保育事業の用に供する施設 

〃 ③(10の2) 

(10の4) 

 

(10の6) 

 

(10の8) 

   

    (10の9) 

  



２９ 

 

番
号 

非 課 税 対 象 
適用の有無 根 拠 法 令 

資 従 地方税法 地方税法 

施行令 

地方税法 

施行規則 

11 

・農業、林業、漁業を営む者が、直接その生産の用に供する施設 

（農作物育成管理用施設、蚕室、畜舎、家畜飼養管理用施設、

農舎、農産物乾燥施設、農業生産資材貯蔵施設、たい肥舎、サ

イロ、きのこ栽培施設） 

○ ○ 

法701の34③(11) 

 

令56の27 

 

規24の3 

12 

・農業協同組合、水産業協同組合、森林組合等が、農林水産業者

の共同利用に供する施設のうち、以下のもの 

  ○生産の用に供する施設 

○国の補助金等を受けて設置された保管、加工、流通の用に

供する施設 

○研修・試験研究のための施設 

○ ○ 

〃  ③(12) 

 

〃 28 

 

規24の4 

14 
・卸売市場法に規定する卸売市場 

・卸売市場の機能を補完するものとして政令で定める施設 
○ ○ 

〃  ③(14) 

 

〃 29 

 

規24の5 

16 
・電気事業法に規定する一般送配電事業、送電事業、配電事業、

発電事業、特定卸供給事業の用に供する電気工作物、保安のた

めの施設 

○ ○ 
〃  ③(16) 

 

〃 32  

17 ・ガス事業法に規定する一般ガス導管事業、ガス製造事業の用に

供するガス工作物、保安のための施設 
○ ○ 

〃  ③(17) 

 

〃 33  

18 

・独立行政法人中小企業基盤整備機構法に規定する連携等又は中

小企業の集積の活性化に寄与する事業を行う者が設置し、当該

事業又はその趣旨に沿って行う事業の用に供する施設 

（都道府県又は独立行政法人中小企業基盤整備機構から資金の貸

付けを受けて設置するもの） 

○ ○ 

〃  ③(18) 

 

〃 34 

 

規24の5 

の2 

19 

・総合特別区域法に規定する特定国際戦略事業又は特定地域活性

化事業を行う者が設置し、当該事業又は政令で定める事業の用

に供する施設 

（市町村から資金の貸付けを受けて設置するもの） 

○ ○ 

〃  ③(19) 

 

〃 35 

 

規24の5 

の3 

規24の5 

の4 

20 

・鉄道事業法に規定する鉄道事業者 

・軌道法に規定する軌道経営者 

これらの者が、その本来の事業の用に供する施設のうち、事務

所及び発電施設以外の施設 

○ ○ 

〃  ③(20) 

 

〃 36  

21 

・道路運送法に規定する一般乗合旅客自動車運送事業 

・貨物自動車運送事業法に規定する一般貨物自動車運送事業 

・貨物利用運送事業法に規定する貨物利用運送事業のうち鉄道運

送事業者の行う貨物の運送に係るもの 

・第二種貨物利用運送事業のうち航空運送事業者の行う貨物の運

送に係るもの 

これらを経営する者が、その本来の事業の用に供する施設のう

ち、事務所以外の施設 

○ ○ 

〃  ③(21) 

 

〃 37 
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番

号 非 課 税 対 象 

適用の有無 根 拠 法 令 

資 従 地方税法 
地方税法 

施行令 

地方税法 

施行規則 

22 ・自動車ターミナル法に規定するバスターミナル、トラックター

ミナルの用に供する施設のうち、事務所以外の施設 
○ ○ 

法701の34③(2

2) 

 

令56の38 

 

23 

・専ら公衆の利用を目的として電気通信回線設備を設置し、電気

通信事業法に規定する電気通信事業を営む者で政令で定めるも

のが当該事業の用に供する施設のうち、事務所、研究施設及び

研修施設以外の施設 

 （電気通信事業のうち、携帯電話用装置、自動車電話用装置、

その他の無線通話装置を用いる事業を除く） 

○ ○ 

〃  ③(24) 

 

 

〃 40 

 

規24の 

6の2 

 

24 
・民間事業者による信書の送達に関する法律に規定する一般信書

便事業者が、信書便物の引受け及び配達又は送達の用に供する

施設 

○ ○ 

〃  ③(25) 〃 40

の2 

規24の 

6の3 

25 
・日本郵便株式会社が、郵便物の送達、郵便窓口業務、印紙の売

りさばきの用に供する施設 
○ ○ 

〃  ③ 

(25の2) 

〃 40

の3 

規24の 

6の4 

26 
・勤労者の福利厚生施設 

 ※１９ページもご参照ください。 
○ ○ 

〃  ③(26) 〃 41 規24の7 

27 
・駐車場法に規定する一般公共の用に供される路外駐車場 

 ※１９ページもご参照ください。 
○ ○ 

〃  ③(27) 〃 42 規24の8 

28 
・道路交通法に規定する原動機付自転車又は自転車の駐車のため

の施設で、都市計画法に規定する駐車場として都市計画に定め

られたもの 

○ ○ 

〃  ③(28)   

29 
・東日本高速道路株式会社や首都高速道路株式会社等による高速

道路の新設・改築、維持・修繕・災害復旧その他の管理等の事

業の用に供する施設のうち、事務所以外の施設 

○ ○ 

〃  ③(29) 

 

〃 42

の2 

 

30 

・防火対象物に設置される消防用設備等及び避難施設等 

（３１ページの表１の「特定防火対象物」に設置されたものに

限る。） 

※２０ページもご参照ください。 

○ － 

〃  ④ 〃 43 規24の9 

 

※  番号13  「農業倉庫業法に規定する農業倉庫業者又は連合農業倉庫業者がその本来の事業の用に供

する倉庫（農業倉庫）」は平成２８年度税制改正にて非課税措置廃止。 

 

※  番号15  「熱供給事業法に規定する熱供給事業の用に供する施設で、同法第２条第４項に規定する

熱供給事業用施設」は、平成２８年度税制改正にて非課税措置廃止。 
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表１   防火対象物一覧表（網掛け部分が特定防火対象物） 

＜消防法施行令別表第１をもとに作成＞ 

項 用          途 

１ 
イ ・劇場  ・映画館  ・演芸場  ・観覧場 

ロ ・公会堂 ・集会場 

２ 

イ 
・キャバレー ・カフェー ・ナイトクラブ 

・その他これらに類するもの 

ロ ・遊技場 ・ダンスホール 

ハ 

風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律第２条第５項に規

定する性風俗関連特殊営業を営む店舗（二、１項イ、４項、５項イ及び９項イに

掲げる防火対象物の用途に供されているものを除く。）その他これに類するものと

して一定のもの 

二 
カラオケボックスその他遊興のための設備又は物品の個室（これに類

する施設を含む。）での利用を提供する業務を営む店舗で一定のもの 

３ 
イ ・待合  ・料理店  ・その他これらに類するもの 

ロ 飲食店 

４  ・百貨店 ・マーケット ・物品販売店舗 ・展示場 

５ 
イ ・旅館  ・ホテル  ・宿泊所  ・その他これらに類するもの 

ロ ・寄宿舎 ・下宿 ・共同住宅 

６ 

イ ・病院 ・診療所 ・助産所 

ロ 

・老人短期入所施設 ・養護老人ホーム ・特別養護老人ホーム 

・軽費老人ホーム（避難が困難な要介護者を主として入居させるものに限る。） 

・有料老人ホーム（避難が困難な要介護者を主として入居させるものに限る。） 

・介護老人保健施設 ・老人短期入所事業を行う施設 

・小規模多機能型居宅介護事業を行う施設 

（避難が困難な要介護者を主として宿泊させるものに限る。） 

・認知症対応型老人共同生活援助事業を行う施設その他これらに類する

もので一定のもの 

・救護施設 ・乳児院 ・障害児入所施設 

・障害者支援施設（避難が困難な障害者等を主として入所させるものに限る。） 

・短期入所又は共同生活援助を行う施設 

（避難が困難な障害者等を主として入所させるものに限る。） 

ハ 

・老人デイサービスセンター ・軽費老人ホーム（ロのものを除く。） 

・老人福祉センター ・老人介護支援センター  

・有料老人ホーム（ロのものを除く。） 

・老人デイサービス事業又は小規模多機能型居宅介護事業を行う施設そ

の他これらに類するもので一定のもの 

・更生施設 ・助産施設 ・保育所 ・幼保連携型認定子ども園 

・児童養護施設 ・児童自立支援施設 ・児童家庭支援センター 

・一時預かり事業又は家庭的保育事業を行う施設その他これらに類する

もので一定のもの ・児童発達支援センター 

・児童心理治療施設 

・児童発達支援又は放課後等デイサービスを行う施設 

（児童発達支援センターを除く。） 

・身体障害者福祉センター ・障害者支援施設（ロのものを除く。） 

・地域活動支援センター ・福祉ホーム  

・生活介護、短期入所、自立訓練、就労移行支援、就労継続支援又は共

同生活援助を行う施設（短期入所等施設を除く。） 
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二 ・幼稚園 ・特別支援学校 

７  

・小学校 ・中学校 ・義務教育学校 ・高等学校  

・中等教育学校 ・高等専門学校 ・大学 ・専修学校  

・各種学校 ・その他これらに類するもの 

８  ・図書館 ・博物館 ・美術館 ・その他これらに類するもの 

９ 
イ 公衆浴場のうち、・蒸気浴場 ・熱気浴場 ・その他これらに類するもの 

ロ 上記以外の公衆浴場 

１０  ・車両の停車場 ・船舶発着場 ・航空機発着場 

１１  ・神社 ・寺院 ・教会 ・その他これらに類するもの 

１２ 
イ ・工場 ・作業場 

ロ ・映画スタジオ ・テレビスタジオ 

１３ 
イ ・自動車車庫  ・駐車場 

ロ ・飛行機格納庫 ・回転翼航空機格納庫 

１４  倉庫 

１５  
その他の事業場（１～１４以外の事業場） 

（発電所・変電所・取引所・官公庁・銀行・事務所・研修所等） 

１６ 
イ 

複合用途防火対象物のうち、その一部が１項から４項まで、５項イ、 

６項又は９項イに掲げる用途に供されているもの 

ロ 上記以外の複合用途防火対象物 

１６の２  地下街 

１６の３  
準地下街（建築物の地階（地下街を除く。）で連続して地下道に面して設けられたものと当

該地下道を合わせたもので、その一部が１項から４項まで、５項イ、６項又は９項イに掲げる

用途に供されているもの） 

１７  重要文化財、重要美術品等として指定又は認定された建造物 

１８  アーケード 

１９  山林 

２０  ・船舶 ・車両 

 



３３ 

 

表２ 消防用設備等及び避難施設等 
  

非 課 税 対 象 と な る 床 面 積 
非課税 

割 合 
適          用 

１ 次の設備に係る水槽の設置部分 

   〇屋内（屋外）消火栓設備 

   〇スプリンクラー設備 

   〇水噴霧消火設備 

   〇泡消火設備  

   〇動力消防ポンプ設備 

   〇消防用防火水槽 

全 部 

 ⑴ 消防用設備等の水源としての技術上の基準に

適合している水槽で、一般給水用の水源として

兼用されている水槽は、非課税になります。 

 ⑵ 消防用設備等の水源と一般給水用の水源を兼

用している水槽を地下に埋設し、その蓋に当た

る床面に消防用ポンプと一般給水用ポンプを設

置している場合は、それぞれのポンプの占用面

積の割合により、非課税面積を計算します。 

なお、占用面積により難い場合は、ポンプの

台数であん分して差し支えありません。 

２ 次の設備のポンプが設置されているポ

ンプ室 

   〇屋内消火栓設備 

   〇スプリンクラー設備 

   〇水噴霧消火設備 

   〇泡消火設備 

全 部 

消防用ポンプと一般給水用ポンプが併設され

ているポンプ室は、それぞれのポンプの規模

（占用面積）によりあん分します。 

なお、規模により難い場合は、ポンプの台数

であん分して差し支えありません。 

３ 次の設備の非常電源又は予備電源の電

源室（発電室・蓄電池室又は変電室を

含みます。） 

   〇屋内消火栓設備 

   〇スプリンクラー設備 

   〇水噴霧消火設備 

   〇泡消火設備 

   〇不活性ガス消火設備 

   〇ハロゲン化物消火設備 

   〇粉末消火設備 

   〇自動火災報知設備 

   〇ガス漏れ火災警報設備 

   〇非常警報設備 

〇誘導灯 

   〇排煙設備 

   〇非常コンセント設備 

   〇無線通信補助設備  

   〇非常用照明装置 

   〇非常用エレベーター 

全 部 

 ⑴ 消防用設備等の非常電源と他の電源との共用

の受電設備・変電設備・その他の機器及び配

線が外箱に収納されている非常電源専用受電

設備は、非課税になります。 

 ⑵ 一般照明用等の電源設備が併設される場合

は、２の取扱いを参照してください。 

４ 動力消防ポンプ設備の格納庫 全 部 
 

５ 次の設備に係るパイプスペース又は電

気配線シャフトの部分（バルブ類（スプ

リンクラー設備の制御弁等）の格納部分

を含み、床を占用する部分に限られま

す｡） 

   〇屋内消火栓設備 

〇スプリンクラー設備 

全 部 

  パイプスペース又はシャフトとして区画され

た部分で、消防用設備等の配管又は配線と一般

給水又は照明等の配管又は配線とが併用してい

るものは、非課税になります｡ 

… 

３４ページへ続く 
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非 課 税 対 象 と な る 床 面 積 
非課税 

割 合 
適          用 

〇水噴霧消火設備 

〇泡消火設備 

〇不活性ガス消火設備 

   〇ハロゲン化物消火設備 

   〇粉末消火設備 

   〇自動火災報知設備 

   〇ガス漏れ火災警報設備 

   〇漏電火災警報器 

   〇非常警報設備 

   〇誘導灯 

   〇排煙設備 

   〇非常コンセント設備 

   〇無線通信補助設備 

〇連結散水設備 

   〇連結送水管 

   〇非常用照明装置 

   〇非常用エレベーター 

全 部 

 

６ 総合操作盤その他の消防用設備等の操

作機器（火災報知設備の受信機等を含み

ます。）の設置部分（床を占用する部分

に限られます。） 全 部 

 ⑴ 消防用設備等の監視・操作等と空調・保温

等の監視・操作等を併せ行う総合操作盤は非

課税になります。 

 ⑵ 壁等に埋め込まれ、又は取付けられている

消防用設備等は、占用する部分が無いので非

課税になりません。 

７ 前記の消防用設備等の操作機器の操作

面積 １ 

２ 

消防署長等の命令により当該機器に係る操作

面積の確保及びその最小限必要な範囲が明確に

され、かつ、当該部分が有効に確保されている

と認められる場合に限ります。 

８ 次の設備に係る消火薬剤の貯蔵槽又は

消火剤の貯蔵容器等の貯蔵庫等 

   〇泡消火設備 

   〇不活性ガス消火設備 

   〇ハロゲン化物消火設備 

   〇粉末消火設備 

全 部 

 

９ 消火栓箱、泡消火設備の放射用器具の

格納箱、連結送水管の放水用器具の格納

箱 

全 部 

壁等に取付けられている場合は、６⑵の取扱

いを参照してください。 

10 簡易消火用具（消火器、水バケツ、水

槽、乾燥砂、膨張ひる石又は膨張真珠

岩）の設置部分（床を占用する部分に限

られます。） 

全 部 

移動性消防用具は、設置箇所の標識（消防法

施行規則第９条第４号）が設けられ、かつ、当

該部分に常置されている場合に限り、占用部分

が非課税となります｡ 

11 避難器具の設置部分（床を占用する部

分に限られます。） 全 部 
壁等に取付けられている場合は、６⑵の取扱

いを参照してください。 

12 排煙設備のダクトスペース（床を占用

する部分に限られます。）及び排煙機の

設置部分 全 部 

 ⑴ 消防用の排煙と暖房用等の排煙が併用する

ダクトスペースは、非課税になります。 

 ⑵ 排煙機が設置されている機械室に他の一般

機器が併設されている場合は、２の取扱いを

参照してください。 
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非 課 税 対 象 と な る 床 面 積 
非課税 

割 合 
適          用 

13 階 段   

(1) 

 

 

〇特別避難階段の階段室及びその附室 

〇避難階段の階段室 

 

全 部 

特別避難階段は、附室の設置が構造上の要件

であるので、この附室も非課税になります。 

(2) 〇直通階段（特別避難階段及び避難階 

 段を除きます。）で避難階に通ずる 

ものの階段室（傾斜路を含みま 

す。） 

〇防火区画されている前記以外の階段 

の階段室 

 

１ 

２ 

 

14 廊下の部分 
１ 

２ 

廊下とは、室と室をつなぐ一定の幅員をもっ

た建物内通路をいい、売場内の店内通路等は、

これに該当しません。 

15 避難階における屋外への出入口（風除

室） 

１ 

２ 

屋外への出入口が扉・柱等で区画されている

場合に、当該部分が２分の１非課税になりま

す。 

 

16 非常用進入口 全 部 
 

17 中央管理室 

 

１ 

２ 

 

火災報知設備の受信機等及び消防用設備等の

操作機器の占有部分は、前記６により全部非課

税とされていますので、中央管理室の残りの部

分が２分の１非課税になります。 

18 昇降機等   

(1)  〇非常用エレベーターの昇降路及び乗

降ロビー 
全 部 

 

 

(2) 〇前記以外のエレベーター又はエスカ 

 レータ等の昇降路（防火区画されて 

いるものに限られます。） 
１ 

２ 

エレベーター自体の構造上、周りの壁及びエ

レベーター扉で防火構造になっているもの 

(3) 〇吹抜き部分及びダクトスペースの部

分等（防火区画されているものに限

られます。） 

 

１ 

２ 

 

防火区画されている階段等の部分からのみ人

が出入することができる公衆便所・公衆電話所

等で、当該部分が防火区画されている場合は、

２分の１非課税になります。 

19 避難通路 
  

(1) 消防法施行令第１２条に定める

技術上の基準に従い又は当該技

術上の基準の例により設置した

スプリンクラー設備（任意設置

は除かれます。）の有効範囲内

にあるもの 

全 部 

非課税の適用を受ける避難通路は、さいたま

市火災予防条例第５４条、第５６条及び第５８

条の規定に基づくものに限ります。 

ア 劇場等において、客席内に設けられたもの 
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非 課 税 対 象 と な る 床 面 積 
非課税 

割 合 
適          用 

  

全 部 

イ キャバレー等及び飲食店において、その階

（店内）における客席の床面積が150㎡以上

の場合に、その客室内に設けられたもの 

ウ 百貨店等の一の階の売場、展示場の床面積

が150 ㎡以上の階の売場又は展示場におい

て、その売場又は展示場内に設けられた主要

避難通路 

また、前記の売場又展示場の床面積が600㎡

以上の場合に、その売場又は展示場内に設け

られた補助避難通路 
(2)  (1)以外の避難通路 

１ 

２ 

20 喫煙所 

１ 

２ 

⑴ さいたま市火災予防条例第３３条の規定に

よるものに限ります。 

 ⑵ デパートの売場内の接客カウンター等に灰

皿が置かれている場合の当該施設は、非課税

に該当しません。 

21 その他（行政命令に基づき設置する

もの） 

  〇特別避難階段を設置すべき建築物に

準ずる建築物に対し、避難階段の附

室の設置を命じられた場合の当該附

室 

〇建築物の構造、用途等に応じ避難等

を確実にするために屋内バルコニー

等の設置を命じられた場合の当該バ

ルコニー等 

〇中央管理室の要件を充足しない防災

センター等を有する場合において、

防災サブセンター等の設置を命じら

れ、これらが一体となって中央管理

室の機能を維持するようにした場合

の当該防災センター及び防災サブセ

ンター等 

  〇消防用機器、避難器具等の操作面積

（行政命令により、その確保及び範

囲が明定されているものに限られま

す。） 

 

 

１ 

２ 

 

 

   ★図面上に表示される消防用設備等の略号 

     ＤＳ    ダクトスペース 

     ＰＳ    パイプシャフト 

     ＥＰＳ   電気配管シャフト 

     ＥＬＶ   エレベーター 
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資料２ 課税標準の特例対象一覧表 
 控除割合欄の「資」は資産割、「従」は従業者割のことを表示し、各々の欄の数字は控除割合を表

示し、『－』は適用がないことを表示します。 

各項目は概要を記載していますので、詳細については根拠法令をご確認ください。 

番号 課 税 標 準 の 特 例 対 象 

控除割合 根 拠 法 令 

資 従 地方税法 
地方税法 

施行令 

 

地方税法 

施行規則 

１ 
・法人税法別表第３の協同組合等がその本来の事業の用に供

する施設 

１ 

２ 

１ 

２ 

法701の41①表

(1) 

  

２ ・学校教育法に規定する専修学校、各種学校において直接教

育の用に供する施設 

１ 

２ 

１ 

２ 

〃    

(2) 

  

３ 

注１ 

・事業活動に伴って生ずるばい煙、汚水、廃棄物等の処理そ

の他公害の防止又は資源の有効な利用のための施設 

であって、政令で定めるもの（下記４を除く。） 

（専ら当該施設の用に供する事業所用家屋内に設置されるもの

に限る。） 

３ 

４ 

  

 

〃   

(3) 

 

令56の 

53 

 

規16の6①

③⑤⑥ 

⑦⑫ 

規24の11 

４ 

・産業廃棄物の収集、運搬又は処分の事業 

・浄化槽の清掃の事業等、公害の防止又は資源の有効な利用の

ための事業で政令で定める事業 

の用に供する施設のうち事務所以外の施設 

３ 

４ 

１ 

２ 

〃   

(4) 

 

令56の5

3の2 

 

５ ・家畜取引法に規定する家畜市場 
３ 

４ 

  

 
〃   

(5) 

  

６ 

・消費地食肉冷蔵施設 

（国、地方公共団体の補助又は株式会社日本政策金融公庫等の

資金、農業近代化資金の貸付けを受けて設置されるもの） 

３ 

４ 

  

 

〃   

(6) 

 

令56の 

54 

 

規24の12 

７ 
・みそ、しょうゆ、食用酢又は酒類の製造業者が直接製造の用

に供する施設のうち、包装・びん詰・たる詰その他これらに

類する作業のための施設以外の施設 

３ 

４ 

  

 

〃   

(7) 

 

〃  

56 

 

８ 

・木材取引のために開設された市場であって、以下の要件を満

たすもの 

○売場を設けて定期に又は継続して開設されるもの 

○売買がせり売又は入札の方法によるもの 

３ 

４ 

  

 

〃   

(8) 

 

 

〃  

  

57 

 

規24の14 

・製材業等を営む者、木材の販売業を営む者がその事業の用に

供する木材の保管施設 

  

９ 

・旅館業法に規定する旅館・ホテル営業の用に供する施設の

うち、以下のもの 

○宿泊客の利用する客室、食堂、広間 

○ロビー、浴室、厨房、機械室等で宿泊に係る施設 
１ 

２ 

  

 

〃  

(9) 

 

 

〃  

60 

 

規24の19 

（ただし、風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する

法律第２条第６項第４号に掲げる営業の用に供するもの

は除く。） 

  

１０ 
・倉庫業法に規定する倉庫業者がその本来の事業の用に供す

る倉庫（３８ページ１３番を除く。） 

３ 

４ 

  

 

〃  

(14) 
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番号 課 税 標 準 の 特 例 対 象 

控除割合 根 拠 法 令 

資 従 地方税法 
地方税法 

施行令 

 

地方税法 

施行規則 

１１ 
・タクシー事業者がその本来の事業の用に供する施設のうち

事務所以外の施設 

 １ 

 ２ 

 １ 

 ２ 

〃  

(15) 

令56の

63 

 

１２ 

・流通業務地区内(さいたま市は該当しません)に設置される

貨物の積卸しのための施設、倉庫、上屋、道路貨物運送業

等の用に供する店舗等 

・これらの施設に附帯する自動車駐車場又は自動車車庫 

（下記１３を除く。） 

１ 

２ 

１ 

２ 

〃  

(17) 

 

〃  

65 

 

１３ ・流通業務地区内(さいたま市は該当しません)に設置される

倉庫で、倉庫業者がその本来の事業の用に供するもの 

３ 

４ 

１ 

２ 

〃  

(18) 

  

１４ 
・民間事業者による信書の送達に関する法律に規定する特定信

書便事業者が、信書便物の引受け及び配達又は送達の用に供

する施設 

１ 

２ 

１ 

２ 

〃  

(19) 

 

〃  

66 

 

規24の21 

１５ 

・障害者の雇用の促進等に関する法律第４９条第１項第６号

の助成金の支給に係る施設又は設備に係るもので、下記の

計算式を満たす事業所等 

１ 

２ 

  

 

法701の41② 

 

〃  

68 

 

 

Ａ：常時雇用する心身障害者（短時間労働者を除く。） 

の人数 

Ｂ：短時間労働の重度心身障害者の人数（Ｃを除く。） 

Ｃ：短時間労働の心身障害者の人数（Ｂを除く。）の１/２ 

Ｄ：常時雇用の労働者（短時間労働者を除く。） 

Ｅ：短時間労働者の人数の１/２ 

  

Ａ(＊)＋Ｂ＋Ｃ  １ 

Ｄ＋Ｅ   ２ 

＊重度心身障害者がある場合は、さらに当該重度心身障害者

の数を加算します。 

  

１６ 

・特定農産加工業経営改善臨時措置法による承認を受けた特定

農産加工業者、特定事業協同組合等が承認計画に従って実施

する経営改善措置又は調達安定化措置に係る事業の用に供す

る施設 

★適用期間がありますのでご注意ください。 

１ 

４ 

  

 

法附33⑤ 

 

 

令附16

の2の8

⑤ 

規附12の3

③ 

（注１） 番号３ 公害防止施設 

控除対象となる施設には、次のようなものが該当します。 

(1)  ・水質汚濁防止法に規定する特定施設又は指定地域特定施設を設置する工場又は事業場の汚水又は廃液の 

処理施設で一定の施設 

・下水道法に規定する公共下水道を使用する者が設置する除害施設で一定の施設 

(2)  ・大気汚染防止法に規定するばい煙発生施設から発生するばい煙の処理施設で一定の施設 

・大気汚染防止法に規定する揮発性有機化合物排出施設から排出される揮発性有機化合物の排出の抑制に 

資する施設で一定の施設 

(3) ・大気汚染防止法附則に規定する指定物質排出施設からの指定物質の排出又は飛散の抑制に資する一定の 

施設 

(4) ・廃棄物の処理及び清掃に関する法律に規定するごみ処理施設及び産業廃棄物処理施設で一定の施設 

(5)  ・海洋汚染等及び海上災害の防止に関する法律に規定する廃油処理施設 

(6)  ・ダイオキシン類対策特別措置法に規定する特定施設から発生し、又は排出されるダイオキシン類の処理 

施設で一定の施設 

※令和７年度税制改正により、平成２９年４月１日から令和７年３月３１日までに企業主導型保育事業の運営費に係る

補助を受けたものが当該事業の用に供する施設への特例措置は廃止となりました。なお、地方税法及び地方税法等の

一部を改正する法律の一部を改正する法律案附則第12条により、上記期間において政府の補助を受けており、令和７

年４月１日以降も政府の補助を受け続けている場合は、補助を受けなくなった日前に終了した事業年度分まで特例の

対象とする経過措置が設けられています。 

≧ Ａ＋Ｂ＋Ｃ ≧ １０ かつ、 
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資料３ 減免対象一覧表 
 控除割合欄の「資」は資産割、「従」は従業者割のことを表示し、各々の欄の数字は控除割合を表

示し、『－』は適用がないことを表示します。 

各項目は概要を記載していますので、詳細については根拠法令をご確認ください。 

番号 減 免 対 象 
適用割合 

証 明 書 類 等 
資 従 

１ 

・教科書の発行に関する臨時措置法第２条第１項に規定する

教科書の出版の事業を行う者であって、当該教科書の出版

に係る売上金額が、出版物の販売事業に係る総売上金額の

２分の１に相当する金額を超える場合に、当該教科書の出

版の事業の用に供される施設 

１ 

２ 

１ 

２ 

当該売上金額を判

定し得る帳簿等 

２ 

・法第７２条の２第８項第２８号に規定する演劇興行業の用

に供する施設（以下「劇場等」という。）であって、以下

のもの 

(1)その振興につき国又は地方団体の助成を受けている芸能

等の上演、チャリティーショー等がしばしば行われている

ことにより公益性を有すると認められるもの 

１ 

２ 

 
 
 
  

 

(2)(1)以外の主として定員制をとっている劇場等で舞台、

舞台裏及び楽屋の部分の延べ面積が当該劇場等の客席部分

の延べ面積に比し広大であると認められるもの（おおむね

同程度以上） 

当
該
舞
台
等
の
１
－
２ 

 
 
  

３ ・道路交通法第９９条第１項の規定による指定自動車教習所 
１ 

２ 

１ 

２ 

公安委員会の指定

を受けた証書 

４ 

・道路運送法第３条第１号ロに規定する一般貸切旅客自動車

運送事業を経営する者がその本来の事業の用に供する施設

（当該者がその本来の事業の用に供するバスの全部又は一

部を学校教育法第１条の学校（大学を除く。）又は同法第

１２４条に規定する専修学校がその幼児、児童、生徒又は

学生のために行う旅行の用に供する場合に限る。） 

 

一 

 

定 

 

割 

 

合 

 

一 

 

定 

 

割 

 

合 

許可を受けたこと

を証する書類等 

５ 
・酒税法第９条に規定する酒類の販売業のうち卸売業に係る

酒類の保管のための倉庫 

１ 

２ 

 
  販売免許の証明書

類等 

６ 

・市内に有するタクシーの台数が２５０台以下であるタクシ

ー事業者であって、その本来の事業の用に供する施設のう

ち事務所以外の施設 

全
部 

全
部 

免許を受けたこと

を証する書類等 

７ 

・旧中小企業振興事業団法の施行前において、小規模企業者

等設備導入資金助成法に基づく貸付けを受けて設置された

施設で、法第７０１条の３４第３項第１８号に規定する事

業に相当する事業を行う者が、当該事業の用に供する同号

に掲げる施設に相当するもの 

全
部 

全
部 

資金の貸付けを証

する書類等 

一定 

割合 

当該旅行に係るバスの走行ｷﾛﾒｰﾄﾙ数の合計 

当該事業者の本来の事業に係る 
バスの総走行ｷﾛ ﾒ ｰ ﾄ ﾙ数の合計 

 

２ 

１ 

× ＝ 
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番号 減 免 対 象 
適用割合 

証 明 書 類 等 
資 従 

８ ・農林中央金庫が、その本来の事業の用に供する施設 
 全 

 部 

   

 全 

 部 

  

 

９ 

・農業協同組合、水産業協同組合、森林組合、これらの組合

の連合会が、農林水産業者の共同利用に供する施設 

（法第７０１条の３４第３項第１２号に掲げる施設、購買

施設、結婚式場、理容又は美容のための施設、これに類す

る施設を除く。） 

 

 全 

 部 

 

   

 全 

 部 

   

   

 

 

１０ 

・果実飲料の日本農林規格第１条に規定する果実飲料 

・炭酸飲料の日本農林規格第２条に規定する炭酸飲料 

の製造業に係る製品等の保管のための倉庫 

（市内に所在する当該倉庫に係る合計床面積が３,０００

平方メートル以下の場合に限る。） 

 

 １ 

 ２ 

 

 

   

 

 

１１ 
・ビルの室内清掃、設備管理等の事業を行う者で、その本来

の事業に従事する者 

  

 

全 

部 

 

 

１２ 
・列車内において食堂・売店の事業を行う者で、その本来の

事業に従事する者 

   

 

 １ 

 ２ 

 

１３ ・古紙の回収の事業を行う者が、当該事業の用に供する施設 
 １ 

 ２ 

   

 

 

１４ 
・家具の製造、販売の事業を専ら行う者が、製品又は商品の

保管のために要する施設 

 １ 

 ２ 

   

 

 

１５ 

・ねん糸・かさ高加工糸、織物、綿の製造を行う者 

（ねん糸・かさ高加工糸の製造を行う者にあっては、その

事業が専業である場合に限る。） 

・機械染色整理の事業を行う者で、中小企業等経営強化

法第２条第１項に規定する中小企業者が、原材料又は製

品の保管（織物の製造を行う者にあっては、製造の準備を

含む。）の用に供する施設 

 

 

 １ 

 ２ 

 

 

 

   

 

 

１６ 

・野菜、梅の漬物の製造業者が、直接これらの製造の用に供

する施設のうち、包装、瓶詰、たる詰その他これらに類す

る作業のための施設以外の施設 

３ 

４ 

  

 

 

１７ 

・藺
い

製品の製造を行う者が、原材料又は製品の保管の用に供

する施設 

（藺製品と併せ製造するポリプロピレン製花筵
えん

に係るもの

を含む。） 

１ 

２ 

  

 

 

１８ 

・倉庫業法第７条第１項に規定する倉庫業者が、その本来の

事業の用に供する倉庫で、市内に有する当該倉庫に係る事

業所床面積の合計面積が３万平方メートル未満であるもの 

 

 

全 

部 

 

 

全 

部 

・倉庫業許可等を受

けたことを証する

書類 

・上記許可等を受け

た倉庫の所在地と

面積のわかるもの 

１９ 
・粘土かわら製造業の用に供する施設のうち、原料置場、乾

燥場（成形場、施釉
ゆう

場を含む。）及び製品倉庫 

 １ 

 ２ 

   

 

 

 

２０ 
・天災その他これに類する事由により事業所用の家屋が滅失

し、又は甚大な損害を受けた場合 
市長が適当と認める割合 



４１ 

 

事業所税の申告書の記載要領 
 

事業所税の申告書の記載について、次の例により説明します。 

 

（例）法人名 ：さいたま株式会社 

事業年度：令和６年６月１日から令和７年５月３１日まで 

事 業 所 名 称 本店/支店 事 業 所 所 在 地 

さいたま株式会社 本店 さいたま市大宮区大門町３丁目１番地 大門ビ

ル 

さいたま株式会社 東大宮支店 支店 さいたま市見沼区東大宮４丁目３１番地１ 

さいたま株式会社 指扇支店 支店 さいたま市西区西大宮２丁目１３番地１ 

令和７年５月３１日決算期末時点での事業所床面積及び同期中に支払われた従業者給与総額等

の状況は次のとおりです。 

 

 ⑴ 本店 

  ① 事業所床面積 

   ア 専用床面積     3,300.00㎡ 

     なお、本店は貸ビル（さいたま市大宮区大門ビル）に入居しています。当該貸ビルには

他にＡ社Ｂ社及びＣ社がそれぞれ 1,100.00㎡ ずつ専用しており、これらの専用部分に係

る共用部分の床面積は 660.00㎡ となっています。 
 

   イ 専用部分の床面積 3,300.00㎡ のうち社員食堂として 189.00㎡ を使用しています。 
 
               Ａ 社            Ｂ 社            Ｃ 社 
               1,100.00㎡        1,100.00㎡        1,100.00㎡ 
   出                                                                    出 
   入                  共用部分             入 
   口                   660.00㎡                   口 
 
                      さいたま株式会社 本店 
                         3,300.00㎡ 
 
 

  ② 従業者給与総額 

    従業者の給与等の支払いは、毎月１日から月末までの分をその月に支払っています。 

   ア 従業員（206人分）             370,612,410円 

   イ アの従業員のうち６５歳以上の従業員(6人分）13,811,000円 

 

 ⑵ 支店（市内２店舗） 

  ●さいたま株式会社 東大宮支店 

  ① 事業所床面積        935.00㎡（うち娯楽室   202.00㎡） 

 

  ② 従業者給与総額 

   ア 従業員（32人分）             44,681,000円 

   イ アの従業員のうち心身障害従業員（17人分） 17,081,500円 

 

③ この支店は、心身障害者を多数雇用する事業所に該当しています。 

 

  ●さいたま株式会社 指扇支店 

  ① 事業所床面積       1,612.00㎡ 

 

② 従業者給与総額        従業員（115人分）  221,772,100円 

 

③ この支店は、令和６年９月１７日に廃止しています。 

社員食堂 
189.00㎡ 



7 年 7 月 31 日 ※ 事務所

処 確 認

理
事

項

（宛先）さいたま市長

  (ﾌﾘｶﾞﾅ） 〒 330-0846 （電話　　 ）

（電話 ）

㎡ 円

㎡ 円

㎡ 円

㎡ 円

㎡ 円

㎡ 円

㎡ 円

㎡ 円

㎡ 円

円

円

※1㎡の100分の1未満
　は切り捨てます。

7

非課税に係る

控除事業所

課税標準となる床面積合計（⑦＋⑧）

②に係る課税標準となる床面積

事業所床面積

①に係る課税標準となる

①に係る控除床面積

②に係る控除床面積

令和 年

十億

法人の代

資

産

割

 氏名又は

個 人 番 号 又 は
 法   人   番   号

1

7

第４４号様式　「事業所税の申告書」　の記載要領

申告区分

年 月

資本金の額又
は出資金の額

管　理　番　号

兆
0

通信日付印

ｻｲﾀﾏｶﾌﾞｼｷｶﾞｲｼｬ

さいたま株式会社

ｻｲﾀﾏ　ﾀﾛｳ

住　所

31

物品販売業
さいたま市大宮区大門町３丁目１番地

2 382 6 7

所在地

整　理　番　号

4 5 又は

  (ﾌﾘｶﾞﾅ）

区分

申　告　年　月　日

〒 337-0021

事業種目

（電話　　 ）

048-646-0000

発　信　年　月　日

本店

93 1 大門ビル

表者氏名

　資　　産　　割　　額（⑨×６００円）

　既　に　納　付　の　確　定　し　た　資　産　割　額

⑫

⑬

⑭

⑮

⑯

⑰

事　　業　　所

⑨

⑩

⑪

⑲

⑳

4

⑤

①に係る非課税床面積

7 3

3 6 6

従

業

者

割

60

0

3

0

0

9

6

1　2 3

③

④②に係る非課税床面積 1

5

9

申告書

従業者給与総額

日までの の事業所税の

5 6

60

①

②

課税標準となる従業者給与
総額 （⑫-⑬-⑭）

埼玉　太郎

廃止された事業所床面積

所床面積

646-0060

大門　一郎
3

支店

048-681-0000

5日から

5

非課税に係る従業者給与総額

0
算定期間を通じて使用された事業

1月 7

この申告に
応答する者

の氏名
事業年度又
は課税期間

月

日

大宮所轄税務署名
さいたま市見沼区東大宮４丁目３１番地１

1

千円

0000

税務署

1 5

4 1

0 7

3

3 4 4

5

8

0.25

　税額　　　　　　（⑱－⑲）

⑱
　　　　　　　　　　（⑩＋⑯）

8

3

8 3

98

7

4

備
考

既に納付の確定した従業者割額

　既に納付の確定した事業所税額

100

関与税理
士氏名

（電話

　　　　　　　　　　（⑪＋⑰）

）

　資産割額と従業者割額の合計額
2 003

0 0 控除従業者給与総額3

11 6

1

)

5

03

4 1

百万 千

2 6 0 6

床　面　積

十億

⑦

⑧

1　2床面積（①-③-⑤）

⑥

×
課税標準と
なる事業所
床　面　積

　この申告により納付すべき事業所

20

3 0

5 0 従業者割額（⑮×

2 3 0 0

0

2

2

5 4 3 21

0

0 0

第
四
十
四
号
様
式

令和

名　　称

令和

受　付
印

１

百万

百万十億

床　　面　　積 算定期間の中途において新設又は
0 02

6

6 6

1
千

7 0

8

令和 年

5 5

①欄 別表１「事業所等明細書」
明細区分１の計算の㋒欄の床面
積を記載します。

②欄 別表１「事業所等明細書」
明細区分２の計の㋒欄の床面積
を記載します。

国税庁から送付のあった法人
番号指定通知書に記載された、
１３桁の数字を記載します。

※代表者様等の個人番号では

ありません。

※個人の行う事業の場合に限り

マイナンバー（個人番号）を記載

します。

③ ④ 欄 別表２「非課税明細
書」の㋐の合計（事業所等が２
以上ある場合は、これらの合計
です。）で、③又は④に対応する
個々の数値を記載します。

⑤ ⑥ 欄 別表３「課税標準の
特例明細書」の㋒の合計（事業
所等が２以上ある場合は、これ
らの合計です。）で、⑤又は⑥に
対応する個々の数値を記載しま
す。

⑦ 欄 ①－③－⑤の数値を
記載します。ただし、課税標準
の算定期間が１２月に満たない
場合は上記の数値に

算定期間の月数
１２月

を乗じて得た数値を記載します。

※ この場合先に１２で除して
から算定期間の月数を乗じて
計算をし、１㎡の100分の１未
満の端数は切り捨てます。

⑧ 欄 ②－④－⑥の数値に、各々以下に掲げる割合を乗じて得た数値の計を記載します。

⑴ 算定期間の中途に新設した事業所等

新設の日の属する月の翌月から算定期間の末日の属する月までの月数

算定期間の月数

⑵ 算定期間の中途に廃止した事業所等

算定期間の開始の日の属する月から廃止の日の属する月までの月数

算定期間の月数

⑶ 算定期間の中途に新設し、かつ廃止した事業所等

新設の日の属する月の翌月から廃止の日の属する月までの月数

算定期間の月数

なお、１㎡の 100分の１未満の端数は 個々の事業所等ごとに切り捨てます。

⑪ ⑰ 欄 修正申告の場合は、

既に納付の確定した資産割額又

は従業者割額を各々記載します。

申告納付期限が土曜日、日

曜日、国民の祝日、又は１２

月２９日から翌年の１月３日

に該当する場合、これらの

日の翌日が申告納付期限と

なります。

⑫ 欄 別表１「事業所等明
細書」の従業者給与総額㋔
の合計を記載します。

⑬ 欄 別表２「非課税明細

書」の非課税従業者給与総

額㋒の合計を記載します。

⑭ 欄 別表３「課税標準の
特例明細書」の控除従業者
給与総額㋕の合計を記載し
ます。

⑮ 欄 １，０００円未満の端
数が生じた場合は切り捨てま
す。

⑯ 欄 １円未満の端数が生

じた場合は切り捨てます。

⑱ ⑲ ⑳ 欄 １００円未満の
端数が生じた場合は切り捨て
ます。

４２



算

定 年 月 日 から

期

　 間 年 月 日 まで

1 2 3 4 5 6 7 8 9 0 1 2 3

㎡ ㎡ 人 円

㎡

㎡ ㎡ 人 円

㎡

㎡ ㎡ 人 円

㎡

㎡ ㎡ 人 円

㎡

㎡ ㎡ 人 円

㎡

㎡ ㎡ 人

㎡

㎡ ㎡ 人 円

㎡

㎡ ㎡ 人 円

㎡

第４４号様式　別表１　「事業所等明細書」　の記載要領

㋔
処理事項

㋓

明
細
区
分

計
月

・

事業所用家屋の所有者　住所・氏名
㋑

㋐

まで

1 ・

2 ・

・ から

2 ・

1

計

・ から

月

・ まで

・

計
月

・ まで

1 ・

2 ・

0 0

・ から

1 2 7 2 12 1 70 20 1 1 5
月

・ まで2 ・

1

計 1 6

・ から・

7 2 1 0 0計
△△商事(有) 4

2 2 1 70 0 1 1 5
月

9 ・ 17

1 6 1 2
まで

1 6 ・ 6
西大宮２－１３－１

2 6 ・
さいたま市西区西大宮２－１３－１

指扇支店
さいたま市西区

1 0

・ 1 から

6 5 9 3 41 5 20 40 2 3 8
月

・ まで2 ・

1

計 4 5

・ から・

8 1 0 0 0計
〇〇商事㈲

4 4 60 0 3 2
月

・

9 3 5
まで

1 ・
東大宮４－３１－１

2 ・
さいたま市見沼区東大宮４－３１－１

東大宮支店
さいたま市見沼区

・ から

0計 0 0株式会社□□銀行
2 0 6

月

さいたま市大宮区大門町３－1 3 3

従業者給与総額
共用床面積 （㋐＋㋑） ㋒ 同上の月数

0

・ から

・ ・

3

1 033 6 3 0

本　店
さいたま市大宮区 十億 百万 千

1 0 0 ・
大門町３－１　大門ビル

2

0
まで

1 2 47 0 6

事業所等の名称 所在地及びビル名 資　　　　　　　　　　産　　　　　　　　　　割 従　　業　　者　　割

１

３１

　　１　算定期間を通じて使用された事業所等
事項

氏名又は
名　　称 さいたま株式会社

　　２　算定期間の中途において新設又は廃止

令和 ６

令和 ７

事 業 所 等 明 細 書

※

明　細　区　分　の　別 ※ 整理番号 事務所 区分 管　理　番　号 申告区分

第
四
十
四
号
様
式
別
表
一

処理

　　　　された事業所等 個人番号又
は法人番号

６

５

専用床面積 事業所床面積

3 0 0

使用した期間（年月日） 従業者数

明細区分

該当する区分に〇印をします。

１ ： 事業所等が算定期間を
通じて使用された場合

２ ： 事業所等が算定期間の

中途に新設又は廃止された

場合

計：１ 又は ２ の合計

専用床面積
期末又は廃止の日現在におけ
る専用に係る事業所等の用に
供する部分の延べ面積を記載
します。

共用床面積
専用面積に対応する別表４「共
用部分の計算書」の⑥欄の床
面積を記載します。

事業所床面積
専用床面積と共用床面積の
合計を記載します。

※共用床面積がない場合（１

棟全てを専用している場合

等）は、この欄のみ記載しま

す。

明細区分１の合計を記載します。

明細区分２の合計を記載します。

使用した期間
算定期間の中途に事業所を新

設又は廃止した場合は、使用
期間を記載します。

同上の月数

使用した月数を記載します。

⑴ 新設の場合

新設の日の属する月の翌月か

ら算定期間の末日の属する月

までの月数

⑵ 廃止の場合

算定期間の開始の日の属する

月から廃止の日の属する月ま

での月数

⑶ 新設かつ廃止の場合
新設の日の属する月の翌月か

ら廃止の日の属する月までの
月数

従業者給与総額
算定期間中に支払われた又は

支払われるべき給与等の総額
を記載します。

従業者数
期末または廃止の日現在にお

ける従業者数を記載します。

※当該算定期間に属する各
月の末日現在の従業者数のう

ち、最大数月が最小数月の2
倍を超える場合は、各月末日
の従業者数の合計を算定期
間の月数で除した数値を記載

します。

日付は全て和暦で記載
します。

円

４３



※

算

定 年 月 日 から

期

間 年 月 日 まで

1 2 3 4 5 6 7 8 9 0 1 2 3

㎡ 人 円

㎡ 人 円

㎡ 人 円

㎡ 人 円

人 円

㎡ 人 円

㎡ 人 円

㎡ 人 円

㎡ 人 円

㎡ 人 円

人 円

㎡ 人 円

㎡ 人 円

0 0

第44号様式　別表２　「非課税明細書」　の記載要領

６

５

１

３１

処理

3 0 8 9 2 50 0

0 1 5

2 31

80 0 1 1

　　　　非　課　税　事　業　所　床　面　積　等 の　合　計

合　　　　　　　　　　　　　　　　　計

3 9

2 0

01 7 0 8

0 02 7 7

障　害　者　・ 65 歳　以　上　の　従　業　者 1 1 5 07

法第７０１条の３４第 項 第 号該当

法第７０１条の３４第 項 第 号該当

2 0 2法第７０１条の３４第 3 項 第 26 号該当
十億 百万 千

0 0

1 0

非　　課　　税　　の　　内　　訳
資産割 従業者数 従業者給与総額

非課税床面積 ㋐ ㋓ ㋔

0 0

※
事業所等の名称 東大宮支店 事業所等の所在地 　　さいたま市見沼区東大宮４丁目３１番地１

1 3 8合　　　　　　　　　　　　　　　　　計 0 0

01 3 8 1

1 8 9 6 1

障　害　者　・ 65 歳　以　上　の　従　業　者 1 0 06

法第７０１条の３４第 項 第 号該当

号該当法第７０１条の３４第 項 第

法第７０１条の３４第 3 項 第 26 号該当 9
十億 百万

1 8

令和 ６

令和 ７

※
事業所等の名称 本　店 事業所等の所在地 　　　さいたま市大宮区大門町３丁目１番地

非　　課　　税　　の　　内　　訳
資　　産　　割

非課税床面積 ㋒非課税従業者数㋑ 非課税従業者給与総額
従　　業　　者　　割

事項
非　　課　　税　　明　　細　　書

第
四
十
四
号
様
式
別
表
二

氏名又は
名　　称 さいたま株式会社

個人番号又
は法人番号

㋐

整理番号 事務所 区分 管　理　番　号 申告区分

千

0 0

非課税に係る該当項目別に、
各々適用される法令条項等を
記載します。

期末又は廃止の日現在におけ
る非課税に係る床面積を該当
項目別に各々記載します。

※共用床面積に係る非課税面

積は記載しません。

算定期間中に支払われた又は
支払われるべき給与等の額の
うち、非課税に係る給与等の額
を該当項目別に記載します。

期末又は廃止の日現在におけ
る非課税に係る従業者数を該
当項目別に記載します。

２以上の事業所等について、
非課税の規定の適用がある
場合は、この欄に合計を記載
します。

なお、非課税明細書が２枚以
上となる場合は、最終の非課
税明細書のこの欄に合計を
記載します。

日付は全て和暦で記載
します。

４４



算

定 年 月 日 から

期

間 年 月 日 まで

1 3 4 5 6 7 8 9 0 1 2 3

㎡ ㎡ 円 円

㎡ ㎡ 円 円

㎡ ㎡ 円 円

円 円

㎡ ㎡ 円 円

㎡ ㎡ 円 円

㎡ ㎡ 円 円

㎡ ㎡ 円 円

円 円

㎡ ㎡ 円 円

㎡ 円

第４４号様式　別表３　「課税標準の特例明細書」　の記載要領

６ １

３１

控除従業者給与総額の合計控除事業所床面積の合計

合　　　　計

雇用改善助成対象者

第 項 第 号該当
法第７０１条の４１

第 項 第 号該当

㋓ 合 ㋔
百万

　（㋓×㋔）
千十億 百万 千 十億

㋕
法第７０１条の４１

㋐ 合 ㋑ 　（㋐×㋑） ㋒ 　従業者給与総額
課税標準の特例内訳

資　　　　　　産　　　　　　割 従　　　　　業　　　　　者　　　　　割
　課税標準の特例適用 控除割 　控除事業所床面積 　課税標準の特例適用対象 控除割 　控除従業者給与総額
　対象床面積

※
事業所等の名称 事業所等の所在地

6 5 0合　　　　計 3 6

雇用改善助成対象者

第 項 第 号該当
法第７０１条の４１

第 2 項 第 号該当 2 3 6
百万 千 十億

控除割 　控除従業者給与総額
　対象床面積

7 3 3 1
㋓ 合 ㋔

百万 千

0 0 5 06
十億

事業所等の所在地　　さいたま市見沼区東大宮４丁目３１番地１

管　理　番　号 申告区分

　（㋓×㋔） ㋕
法第７０１条の４１

㋐ 合 ㋑ 　（㋐×㋑） ㋒ 　従業者給与総額
課税標準の特例内訳

資　　　　　　産　　　　　　割 従　　　　　業　　　　　者　　　　　割
　課税標準の特例適用 控除割 　控除事業所床面積 　課税標準の特例適用対象

第
四
十
四
号
様
式
別
表
三

課　税　標　準　の　特　例　明　細　書
処理

令和 ６

令和 ７

　※ 整理番号 事務所 区分

事項

氏名又は
名　　称

さいたま株式会社
５

個人番号又
は法人番号

2

※
事業所等の名称 　　東大宮支店

課税標準の特例に係る該当項
目別に、各々適用される法令
条項等を記載します。

期末又は廃止の日現在にお

ける課税標準の特例に係る

床面積を、該当項目別に
各々記載します。

※２以上の特例の適用があ
る場合には、特例の適用を

受ける㋒の欄の控除床面積

を控除した後の床面積を記
載します。

課税標準の特例に係る該
当項目別に、各々適用され
る控除割合を記載します。

㋓に㋔の割合を乗じて得

た控除従業者の給与等の
額を記載します。
（１円未満の端数は切り捨

て）

算定期間中に支払われた

又は支払われるべき従業

者給与総額のうち、課税
標準の特例に係る給与等
の額を、該当項目別に

各々記載します。

㋐に㋑の割合を乗じて得た控

除床面積を記載します。

（１㎡の100分の1未満は切り

捨て）

日付は全て和暦で記載
します。

４５



算

定 年 月 日 から

期

間 年 月 日 まで

1 2 3 4 5 6 7 8 9 0 1 2 3

㎡

㎡ ㎡

㎡ ㎡

㎡ ㎡

㎡ ㎡

㎡ ㎡

㎡

㎡ ㎡

㎡ ㎡

㎡ ㎡

㎡ ㎡

㎡ ㎡

第
四
十
四
号
様
式
別
表
四

氏名又は
名　　称 さいたま株式会社

個人番号又
は法人番号

③　　　の　　　内　　　訳 ⑦

　※
　処理
　事項

整理番号 事務所 区分 管　理　番　号 申告区分

消防設備等に係る共用床面積 ㋐

※

専用部分の延べ面積 ① 6 6 0 0 0 0

①のうち当該事業所部分の延べ面積 ② 3 3 0 0 0 0

非課税に係る共用床面積 ③ 0
防災に関する設備等

全部が非課税となる共用床面積 ㋑

㋒③以外の共用床面積 ④ 6 6 0 2分の1が非課税となる共用床面積0 0

共用床面積の合計（③∔④） ⑤ 6 6 0 ㋐～㋒以外の非課税に係る共用床面積0 0 ㋓

事業所床面積となる共用床面積（④×
②

） ⑥ 3 3 0 合　　　　　　計　　（　㋐　～　㋓　）0 0 ㋔
①

※
事業所等の名称 事業所等の所在地

専用部分の延べ面積 ① ③　　　の　　　内　　　訳 ⑦

①のうち当該事業所部分の延べ面積 ② 消防設備等に係る共用床面積 ㋐

非課税に係る共用床面積 ③
防災に関する設備等

全部が非課税となる共用床面積 ㋑

㋒③以外の共用床面積 ④ 2分の1が非課税となる共用床面積

㋐～㋒以外の非課税に係る共用床面積 ㋓

㋔

共用床面積の合計（③∔④） ⑤

事業所床面積となる共用床面積（④×
②

） ⑥ 合　　　　　　計　　（　㋐　～　㋓　）

第４４号様式　別表４　「共用部分の計算書」　の記載要領

①

６ １

５ ３１

令和 ６

令和 ７

本　　　店事業所等の名称 事業所等の所在地 　さいたま市大宮区大門町３丁目１番地

共　用　部　分　の　計　算　書①欄
共用部分以外の部分（以下、専
用部分）で、⑤欄に関連を有する
専用部分の延べ面積を記載しま
す。

②欄
①のうち、この申告をする法人が
使用する事務所等部分の延べ面
積を記載します。

③欄
右㋔欄の数値を記載します。

④欄
共用部分のうち、非課税の規定
の適用を受けない部分の床面積
を記載します。

㋐欄
共用部分のうち、令５６の４３

②に掲げる消防用設備等に
係る床面積を記載します。

㋑欄
共用部分のうち、令５６の４３
③⑴イ、⑷及び⑸イに掲げる

避難階段等に係る床面積を
記載します。

㋒欄

共用部分のうち、令５６の４３
③⑴ロ、⑵、⑶及び⑸ロに掲

げる廊下等に係る床面積の

２分の１相当部分の床面積
を記載します。

㋓欄
共用部分のうち、㋐、㋑及び
㋒以外の非課税床面積を記
載します。

⑦欄
㋐、㋑及び㋒の欄は、特定
防火対象物である事業所に
ついてのみ記載します。

日付は全て和暦で記載し
ます。

４６



様式第106号（別表第１関係）

※

※

6 年 8 月 1 日

電話番号 

電話番号 

　（宛先）さいたま市長

6 年 8 月 1 日  新 設 ・ 廃 止 ・ 異 動 ( )

6 年 6 月 1 日 7 年 5 月 31 日

 
円

人

㎡
　（合計床面積）

㎡
㎡

電話番号 

048－838-XXXX

電話番号 

048－840-XXXX

事業所税  事業所等の新設・廃止・異動申告書

申
　
　
告
　
　
者

住 所
（ 本 店 所 在 地 ） さいたま市北区宮原町１丁目８５２番地１

（ フ リ ガ ナ ）
氏 名 （ 名 称 ） 大宮　株式会社

オオミヤ　カブシキカイシャ

 ※個人の場合、本人が手書きしないときは、記名押印してください。

個人番号又は法人
番 号 １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ ０ １ ２ ３

048－669-XXXX

（ フ リ ガ ナ ）
代 表 者 氏 名 大宮　花子

オオミヤ　ハナコ

令和  ※代表者が署名しない場合は、記名押印してください。

こ の 申 告 に 応 答
す る 者 の 氏 名 大門　太郎

申告書類の送付先
(本店以外の場合)

  さいたま市市税条例第148条 （ 第１項 ・ 第３項 ） の規定により、次のとおり申告します。

新 設 、 廃 止 又 は
異 動 の 年 月 日

令和

10,000,000

新
 

設
 
・
 

廃
 

止
 

事
 

業
 

所
 

等

事 業 所 等 の
所 在 地 　さいたま市桜区道場４丁目３番１号

事 業 所 等 の
名 称 　桜　支　店

家 屋 の 名 称 　さ　く　ら　ビ　ル

従 業 者 数

600

200

00

00

12

00

貸 主 住 所
（ 所 在 地 ）

～ 令和

事 業 種 目 卸　売　業 資 本 金 の 額 又
は 出 資 金 の 額

備考　この申告書は、事業所等の新設、廃止又は異動のあった日から１月以内に提出してください。

市 内 合 計 床 面 積
特 殊 関 係 者

人 40市内合計従業者数1500.00 ㎡

「事業所等の新設・廃止・異動申告書」 の記載例

有  ・ 無

関 与 税 理 士 氏 名 　与野会計事務所　与野市郎
 備 考

　さいたま市南区別所７－２０－１

貸 主 氏 名
（ 名 称 ） 　南商事　有限会社

自 己 ・ 他 者

床 面 積

（専用床面積）
家 屋 所 有 者

（共用床面積） 800

事 業 年 度 令和

受付印

日付は全て和暦
で記載します。

新規提出は「第１項」、

変更提出は「第３項」に

〇印をします。

建物内に他の使用者
が入居している場合
（空室の場合も含む）
は、その建物の共用床
面積を自己の専用床
面積に応じて按分した
面積を記入します。

※建物一棟をすべて

使用している場合は合

計床面積のみ記入しま

さいたま市内に所在す

る全ての事業所の合

計を記入します。

この例では、新たに設
置した桜支店に既存の
本店床面積700㎡、従
業者28名を合計して記
入しています。

特殊関係者の 「有」 とは、自
社の子会社などの特殊関係
者が、今回設置した事務所と
同じ建物内で事業を行ってい
る場合です。

国税庁から送付のあった
法人番号指定通知書に記
載された、１３桁の数字を
記入します。

住所（所在地）以外に申告
書を送付してもらいたい場
合にその送付先を記入し
ます。

該当する区分に〇印をし
ます。

代表者が自署する場合に
は押印は不要です。

４７



様式第107号(1)（別表第1関係）

※ 

※ 
令和 6 年 8 月 1 日

： □　建物の貸付け等の現況すべて

： □　異動箇所のみ　　　　　　　　　　　を申告します。

）

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

⑪

⑫

「事業所用家屋の貸付け等申告書」 の記載例

備考　この申告書を提出する場合は、家屋の平面図等を添付してください。なお、既に当該家屋の平面図等を提出して
いる場合は必要ありません。

建    物    付    属    の    屋    内    駐    車    場    面    積
( １ 台 当 た り の 駐 車 面 積 が お お む ね 等 し い 場 合 ) 100.00 ㎡　　

⑪    に    係    る    駐    車    場    の    収    容    台    数 10 台

住    居    用    そ    の    他    部    分    の    床    面    積 100.00 ㎡　　

特 定 防 火
対 象 物 で
あ る 場 合

消    防    用    設    備    等    に
係    る    共    用    床    面    積

非　 課 　税 　以 　外 　に 　係 　る 　共 　用 　床 　面 　積
（　 按 　分 　対 　象 　と 　な 　る 　共 　用 　床 　面 　積 　） 300.00

㎡　　

㎡　　

㎡　　

非 　課 　税 　に 　係 　る 　共 　用 　床 　面 　積 300.00 ㎡　　

100.00

50.00 ㎡　　

防災に関する施設等
に係 る共用床面積

全部非課税 100.00 ㎡　　

１／２非課税 50.00

⑥   ～   ⑧   以   外   の   非   課   税   施   設
等    に    係    る    共    用    床    面    積

事　　 　業　 　　所　　 　等　　 　専　　 　用　　 　床　　　 面　 　　積 1,400.00 ㎡　　

②　  に 　 係 　 る 　 共 　 用 　 部  　分  　の 　 床 　 面 　 積 600.00 ㎡　　

防火対象物
の用途番号 　１６－イ（複合用途防火対象物）

家　　　　　屋　　　　　の　　　　　延　　　　　床　　　　　面　　　　　積
（　　　　②　　　　＋　　　　③　　　　＋　　　　　⑩　　　　＋　　　　⑪　　　　） 2,200.00 ㎡　　

 　　　 さいたま市市税条例第１４８条　〔 第２項 ・ 第３項 〕　の規定により、次のとおり申告します。

（第３項）　異動の申告の場合 　

建物の名称 浦和物販ビル

構造・階数 鉄骨造・地上3階地下1階 用　　　　途
〔建物の種類〕 事務所・店舗

家屋の所在地
住居表示：

（ 地番（家屋番号）：

さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号

事業所税  事業所用家屋の貸付け等申告書

申
　
　
告
　
　
者

住所（本店所在地） 　さいたま市大宮区吉敷町１丁目１２４番地１

（フリガナ）
氏 名（名 称）

さいたま株式会社
 ※個人の場合、本人が手書きしないときは、記名押印してください。

法人番号 １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ ０ １ ２ ３

（フリガナ）
代表者氏名 埼玉

サイタマ

　太郎
タロウ

 ※代表者が署名しない場合は、記名押印してください。

　　　（宛先）さいたま市長
この申告に応答
する者の氏名 大門　一郎

電話番号

048-646-XXXX

受付印

新規提出は 「第２項」 、
変更提出は 「第３項」 に
〇印をします。

固定資産税の課税対象床
面積の合計です。

共用（階段、廊下、トイレ、
機械室等）、及び居住専用
以外の床面積を記載しま
す。

入居している事業者全部
で共用して使用している非
課税施設（福利厚生施設
等）の面積を記載します。

課税対象の共用（⑤に係る
もの以外）の床面積を記載
します。

居住用に利用されている

面積を記載します。

※休憩室は含まれません。

※事業用に供されている

場合も含まれません。

建物が特定防火対象
物であった場合に、消
防用設備等及び避難
施設等に該当して非
課税となる共用床面
積を記載します。

※通常オフィスビル、
倉庫、工場などは該
当しません。（特定防
火対象物ではありま
せん。）

１台当たりの駐車区
画がおおむね同じ面
積の場合、屋内の駐
車場の床面積 （駐車
部分と車路部分の合
計）を記載します。

代表者が自署する場合
には押印は不要です。

４８



⑭
⑮
⑯
⑰

年 ８ 月 １ 日

㎡

㎡

㎡

㎡

年 ８ 月 １ 日

㎡

㎡

㎡

㎡

年 ６ 月 １ 日

㎡

㎡

㎡

㎡

年 ８ 月 １ 日

㎡

㎡

㎡

㎡

年 月 日

㎡

㎡

㎡

㎡

年 月 日

㎡

㎡

㎡

㎡

年 月 日

㎡

㎡

㎡

㎡

年 月 日

㎡

㎡

㎡

㎡

階                   層 使 用 者 の 住 所 又 は 本 店 所 在 地
 専用床面積
 共用床面積（④×⑭/②）

駐車場の使用台数 ⑬ 使  用  者  の  氏  名  又  は  名  称
 駐車場床面積（⑪×⑬/⑫）
 事業所床面積（⑭＋⑮＋⑯）

様式第107号(2)（別表第1関係）

事業所税  事業所用家屋の貸付け等申告書　（継続紙）

貸付けている事業所用家屋の明細
貸  付  等  の  態  様 貸    付    等    の    事    由 貸   付   等   年   月   日

台  ○○食品　株式会社 425.00
貸付  ・  自己使用  ・  空室 新規  ・  変更  ・  解約 （終了）  ・  変更なし 令和6

貸付 ・ 自己使用 ・ 空室 新規  ・  変更  ・  解約 （終了）  ・  変更なし 令和6

3 階  中央区下落合５－７－１０ 350.00
75.00

1 階  千代田区神田１－１－１ 700.00
150.00

2 台  ◇◇販売　株式会社 20.00
870.00

5 台  自社使用 50.00
262.50

貸付  ・  自己使用  ・  空室 新規  ・  変更  ・  解約 （終了）  ・  変更なし 令和6

貸付  ・  自己使用  ・  空室 新規  ・  変更  ・  解約 （終了）  ・  変更なし 平成３０

2 階
175.00

37.50

階
175.00

37.50

3 台  空　　室 30.00
242.50

台

貸付  ・  自己使用  ・  空室 新規  ・  変更  ・  解約 （終了）  ・  変更なし

貸付  ・  自己使用  ・  空室 新規  ・  変更  ・  解約 （終了）  ・  変更なし

階

階

階

台

「事業所用家屋の貸付け等申告書（継続紙）」 の記載例

階

台

台

貸付  ・  自己使用  ・  空室 新規  ・  変更  ・  解約 （終了）  ・  変更なし

貸付  ・  自己使用  ・  空室 新規  ・  変更  ・  解約 （終了）  ・  変更なし

建物の全部または一部を
貸付けした使用者の内容
を記載します。

使用者が法人の場合、所
在地は本店の所在地を記
載します。

④に記載した共用床面積

について

⑭使用者専用床面積

②専用床面積合計

の割合を乗じて あん分
した数値を記載します。

自社で使用している箇所に
ついても記載してください。

貸しビルなどで、空室があ

る場合、空室の合計面積を

記載してください。

該当する事由に〇印をしま
す。

使用者へ建物を貸付けた
専用部分（建物の賃貸借
契約書に記載される床面
積など）を記載します。

貸付先の専用床面積、共
用床面積及び駐車場床
面積の合計面積（⑭と⑮
と⑯の合計）を記載します。

使用者ごとの専用床面積
と上記の計算で算出した
共用床面積の合計が事
業所税の対象床面積に
なります。

⑪の屋内駐車場全体面

積について

⑬使用台数

⑫収容台数

の割合を乗じて あん分

した数値を記載します。

４９
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事業所税の手引き ～令和７年度改訂版～ 

発  行 令和７年４月 

問い合わせ先 さいたま市 財政局 北部市税事務所 法人課税課 法人・諸税係 

〒330-8501 さいたま市大宮区吉敷町１丁目１２４番地１ 

ＴＥＬ 048-646-3272（直通） 

ＦＡＸ 048-646-3164 

       この事業所税の手引きは100部作成し、１部当たりの印刷経費は288円（概算）です。 

 

 


